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第４章 補修した鉄骨骨組の終局耐震限界状態と弾塑性挙動 

 

 

 

4.1 はじめに 

本章では，3 章で提案した鉄骨部材および鉄骨骨組の力学的モデルに基づいて骨組の解析モデルを構築す

ることで骨組の耐力分布を評価し，地震応答時の弾塑性挙動および崩壊モードを検証する。また，損傷した

骨組に補修を施すことで変化する耐力分布を評価し，補修後骨組の卓越崩壊モードの変化について解析的に

検証を行い，終局限界状態を明らかにする。 

 

4.2 補修した鉄骨骨組の耐力分布と崩壊モードの評価 

中低層の鉄骨建物は，塑性変形能力の確保の観点から地震時に全層崩壊モードが卓越するように設計する

ことが望ましい。地震時に全層崩壊モードが卓越する鉄骨骨組の場合，柱梁接合部付近において梁先行降伏

型となるように柱梁耐力比が調整され，各層の梁端に塑性ヒンジが形成される。一方で，損傷した骨組を復

旧させるため，梁に生じた塑性ヒンジ部に補修を施すと，前章で確認したように補修部位の固定度や耐力が

上昇し，補修後骨組では塑性ヒンジ発生部位が変化することがある。塑性ヒンジ発生位置が変化する場合，

前章の補修後部材の実験結果で示したように，補修を施した部材で再度塑性ヒンジが形成されるケース（補

修部の外側で新たな局部座屈が生じる，補修部の変形が進行する，など）の他に，柱や接合部パネルなどの

周辺部材に損傷が移り塑性ヒンジが形成されるケースがある。したがって，元の設計時に全層崩壊モードが

卓越するように耐震設計した骨組でも，補修による耐力の分布の変化の影響で，補修後には局所層崩壊モー

ドなどの他の崩壊モードが卓越する可能性が考えられる。 

図 4-1 は補修によって骨組の耐力の分布が変化し，補修前後で崩壊モードが変化するケースの概要を示し

ている。同図は，元の状態で梁端に塑性ヒンジが形成される骨組について，塑性ヒンジを補修することで，

補修部よりも梁スパン中央側で局部座屈が発生する崩壊モード，補修による耐力の上昇で梁端に作用する応

力が上昇し梁端で破壊する崩壊モード，および補修による耐力の上昇により柱（もしくは柱梁接合パネルな

ど）に塑性ヒンジが移動する崩壊モードを示している。これらの他にも，補修法の選択によっては，母材と

補修部材との溶接接合部で破壊する崩壊モード（3 章，B-NS150 試験体）や，元の状態で生じた局部座屈変

形が進行する崩壊モード（3 章，C-NS150 試験体），なども考えられるが，ここでは代表して，図 4-1 に示し

た崩壊モードのうちのいずれかが卓越するものと考え，検討を行う。 

補修した骨組の補修部周辺において，図 4-1 のどの崩壊モードが発生するかは，耐力の分布と応力分布に

より判断することができる。補修した部材の耐力については，例えば箱形補修を施した H 形鋼梁について，

補修部は補強プレートの分だけ断面が増加し曲げ耐力が増加するとともに，フランジ外端の境界条件が変化

することにより局部座屈変形が進行しにくくなる。そのため，元の状態の断面よりも耐力が大きく上昇する。

また，補修部付近に新たな局部座屈が発生する場合，部材に生じるモーメント分布の傾きにより，元の状態

の断面と同じ耐力であっても，塑性ヒンジ形成位置が移動した分だけ部材としての耐力が上昇する。さらに，

補修部の周辺部材への塑性ヒンジの移動も考慮した場合，補修後の崩壊モードの判定は，補修した部材の耐
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力と，梁端の耐力，柱や柱梁接合部パネルの耐力とを比較して評価する必要がある。 

 

図 4-1 骨組の耐力の分布と崩壊モード 

 

 

4.3 骨組の耐力分布と解析モデル 

骨組の耐力の分布と応力分布を考慮し，例えば補修後には新たな局部座屈が形成される崩壊モードが発生

する場合，元の状態の骨組と補修後の骨組の解析モデルは図 4-2 のように表せる。ここで，図 4-2 における白

丸は耐力の分布および応力分布によって塑性ヒンジが形成される可能性がある部位を，回転バネは補修を施

した部位を示している。補修を施した部位は耐力が上昇して塑性ヒンジが形成されにくくなるものの，剛体

回転を生じるため，梁端部は剛域を設けずに回転バネを設定する。 

補修後には補修部よりもスパンの内側，もしくは補修部位の周辺部材に塑性ヒンジが形成され，崩壊機構

を形成する。 
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(a) 元の状態の骨組 (b) 補修後の骨組 

図 4-2 補修前後の骨組の力学モデルと塑性ヒンジ形成位置 

 

 

4.4 補修による骨組の崩壊モードと塑性崩壊面の変化 

損傷部の補修により骨組の耐力が上昇すると，同じ崩壊モード形成に関する塑性崩壊荷重が上昇する。 

地震により建物に入力されるエネルギーが部材に生じる塑性ヒンジの累積塑性変形により消費される場合，

外力仕事と内力仕事の釣り合いから，各崩壊機構の復元力空間における塑性崩壊面は次式で表せる。 

∑𝑓𝑖𝑑𝑖 = ∑𝑀𝑘𝜃𝑘  (4-1) 

ここで，{fi}：各層の復元力の分布形，{di}：崩壊形，Mk，θk：k 番目の塑性ヒンジの耐力，塑性変形である。 

式(4-1)より，地震応答中に部材の耐力低下が生じる場合，応答後の骨組の塑性崩壊面が変化し，図 4-3 に

示す例のように安全領域が小さくなることが考えられる。なお，図 4-3 (b)は次式(4-2)による力の変換[4-1]に

より，各次振動モードに基づくモード復元力空間で示している。 

補修部位 

回転バネ 

柱，梁 

塑性ヒンジを形成する可能性のある部位 弾性部材 
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{𝑓} = [𝛷𝑇]−1 ⋅ {𝑟}  (4-2) 

ここで，{f}は復元力ベクトル，[Φ
T
]

-1 は転置した刺激関数マトリクスの逆行列，{r}は各次振動に基づくモ

ード復元力ベクトルである。 

図 4-3 (a), (b)のように，地震応答中に耐力劣化をともなう塑性ヒンジが生じると，塑性ヒンジの耐力劣化に

より式(4-1)の右辺の内力仕事項が初期状態よりも小さくなり，外力に対する抵抗力が低下する。骨組の塑性

崩壊面について，耐力低下が生じた塑性ヒンジが直接関係する崩壊モードの塑性崩壊面が図 4-3 (c)のように

内側に移動し，外力に対する安全領域が小さくなることで，図 4-3 (c)のようにその後の地震応答で崩壊機構

を形成しやすくなることが考えられる。 

 

 

 

図 4-3 耐力劣化による塑性崩壊面の移動と安全領域の縮小 
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また，塑性ヒンジが形成される部位によっては各崩壊モードの塑性崩壊面の関係も変化し，例えば図 4-3 (d)

のように全層崩壊機構の塑性崩壊面が，他の局所層崩壊機構の塑性崩壊面よりも卓越しにくくなることも考

えられる。したがって，損傷した骨組の耐震性能を評価する際には，その後に発生しうる地震に対してどの

崩壊モードが卓越しやすいのかを把握することも重要となると考えられる。 

現行の耐震設計では，保有水平耐力の確保とともに，塑性変形能力に優れる崩壊モード（例えば全層崩壊

機構など）の形成の保証を設計目標とすることがある。図 4-3 (d)の例では，初期状態では全層崩壊モードが

比較的卓越しやすいものの，耐力劣化後には１層崩壊モードがより卓越しやすくなっている。損傷した建物

の持続的な使用を考慮し骨組の復旧計画を立案する際，補修後の骨組にも塑性変形能力に優れる崩壊モード

の形成を保証する場合，骨組全体の耐震性能の回復とともに，損傷および補修により塑性崩壊面がどのよう

に変化し，どのような崩壊モードが卓越するかを検証する必要があると考えられる。 

損傷した骨組に補修を施す場合，例えば図 4-3 (a)の骨組の塑性ヒンジを図 4-4 のように補修した場合を考

えると，補修した部材（1 層柱，2 層柱，2 層床梁）の耐力の上昇により式(4-1)の右辺の内力仕事項が増加し，

塑性崩壊面が外側に移動することで外力に対する安全領域が変化することが考えられる。例えば，図 4-4 (b)

の全層崩壊モードについて考えると，形成されるすべての塑性ヒンジは補修による部材の耐力の上昇の影響

を受ける。一方，1 層崩壊モードおよび 2 層崩壊モードの場合では，それぞれ 1 層柱脚および 2 層柱頭の耐

力の上昇の影響のみが作用するため，全層崩壊モードと比較すると耐力の上昇の影響が小さくなる。 

これにより，全層崩壊モードの塑性崩壊面が大きく外側に移動し，他の崩壊モードの塑性崩壊面よりも外

側に位置することで，外力に対する安全領域は拡がるものの，全層崩壊が卓越しなくなることが考えられる。

図 4-4 (c)の例では，全層崩壊の塑性崩壊面が他の崩壊モードの塑性崩壊面より完全に外側に移動し，地震応

答下で全層崩壊が生じなくなり，1 層もしくは 2 層崩壊モードが卓越することを示している。 

前述のように塑性変形能力に優れる崩壊モード（ここでは全層崩壊モードとする）の形成を保証する場合

には，想定する荷重分布の方向において，全層崩壊モードの塑性崩壊面が他の崩壊モードの塑性崩壊面より

も内側に位置するのが望ましいと考えられる。 

 

 

 

図 4-4 補修による塑性崩壊面の移動と卓越崩壊モードの変化 
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補修後の骨組においても全層崩壊モードの形成を保証するためには，図 4-4 (a)の梁に形成された塑性ヒン

ジの耐力を大幅に上昇させない補修を行うか，補修後の塑性崩壊面を参照しながら他の崩壊モードの崩壊面

をさらに外側に移動させるための補強を行う方法がある。 

例えば，図 4-4 (c)では，1 次振動モード復元力の方向には，最も近い崩壊面として 1 層崩壊モードの塑性

崩壊面が存在する。1 次振動モード復元力の荷重分布下で全層崩壊モードの塑性崩壊面を最も近い崩壊面と

するためには，1 層柱頭部に補強を施し 1 層崩壊モードの塑性崩壊面を全層崩壊面の外側まで移動させるこ

とで，全層崩壊モードを卓越させることが可能となる。 

 

4.5 補修による耐力の分布および剛性の分布の変化が塑性崩壊面に与える影響  

 前節で概説したように，補修により骨組内の耐力の分布が変化することで塑性崩壊面が変化し，卓越崩壊

モードが変化することが考えられる。また，補修部の剛性が元の状態から変化することで骨組の振動特性が

変化し，補修後の塑性崩壊面に影響を与える可能性も考えられる。そこで，補修による骨組の耐力の分布に

加え，剛性分布と振動特性の変化が，補修した骨組の崩壊モードに与える影響について解析的に検討する。 

文献[4-1]では，複数の振動モード成分が複合した荷重状況が生じるケースを想定し，2 層 1 スパン鉄骨骨

組のオンライン地震応答実験を行っている。ここでは，文献[4-1]の骨組試験体を参考に，図 4-5 に示す 2 層

骨組を解析モデルとして，終局耐震挙動に関して解析的に検討を行う。ただし，文献[4-1]では柱梁ともに H

形鋼弱軸の骨組であるが，ここでは強軸で使用した骨組としている。塑性ヒンジの復元力特性にはスケルト

ン・シフト・モデルを用い，骨格曲線は文献[4-2]を参考に，図 4-6 に示すように局部座屈による耐力劣域ま

でを 3 折れ線モデルで設定した。ただし，図 4-6 に示すように，圧縮側フランジの耐力を換算しない場合を

限界耐力とし，それ以上は耐力が低下しないものとした。また，地震応答中の荷重軌跡は 1 次振動モード復

元力および 2 次振動モード復元力の複合的な影響で複雑な挙動を示し，1 層や 2 層での局所層崩壊を引き起

こす部位に損傷を生じるものの，元の状態の骨組の解析では全層崩壊モードを形成する部位に共通して損傷

が生じるため，これらの部位を補修した骨組を補修後骨組とした。補修部の長さ lb は文献[4-3]のフランジの

局部座屈波の長さの予測式を参考に lb = 0.16H とし，図 4-1，4-2 に示す新たな局部座屈の発生による崩壊モ

ードに従って補修した部材の耐力が上昇するものとした。なお，ここでの解析では図 4-2 に示す補修部を表

す回転バネは弾性とした。 

 

 

 

図 4-5 骨組解析モデル 
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図 4-6 塑性ヒンジの骨格曲線の設定 

 

 

表 4-1 骨組の振動特性 

 M2 / M1 M2
*
 / M1

*
 

T1
*
 

[s] 

T2
*
 

[s] 

Case 1-1 1 0.416 0.244 0.066 

Case 1-3 3 0.184 0.295 0.048 

Case 3-1 1/3 0.546 0.181 0.077 

 

 

骨組の全質量は一定とし，表 4-1 に示すように各階の質量比を変化させ，骨組の振動特性を変数とする。

ここで，Mi は i 層の質量，Mi
*は振動 i 次振動モードの有効質量，Ti

*は i 次固有周期である。また，補修部の

剛性は i) 元の状態と同じ場合，ii) 剛体となる場合を想定して検討を行う。 

図 4-7 に元の状態の塑性崩壊面と，地震応答時の荷重軌跡の例として，El Centro NS 波（最大速度 75kine

に規準化）入力時の荷重軌跡を示す。同図には応答終了後の骨組の耐力分布に基づいて算出した，部材の耐

力劣化の影響により変化した塑性崩壊面を合わせて示している。 

 Case 1-1 では，応答中にどの崩壊形も形成されないものの，主として全層崩壊モードの形成に関連する 1

層柱脚，2 層柱頭，1 層梁端で塑性化が進行した。さらに 1 層柱脚に損傷が集中し顕著な耐力低下が生じるこ

とで，応答後の塑性崩壊面に変化が生じた。 

 Case 1-3 では，応答中に 2 層柱脚・柱頭とともに 1 層柱脚および 1 層梁端で塑性化が進行し，2 層局所崩壊

面に達するものの各部位で顕著な耐力劣化は生じなかったため，応答後の塑性崩壊面にはほぼ変化が生じて

いない。 

 Case 3-1 では，1 層柱頭，2 層柱頭，1 層梁端に若干の塑性化が生じるものの，1 層柱脚に損傷が集中した。

ただし，最大塑性率が小さい範囲に収まったため，耐力の低下は Case 1-1 よりも顕著ではなかった。 

図 4-7 より，元の状態の骨組において，Case 1-1 では全層崩壊，Case 1-3 では 2 層局所崩壊，Case 3-1 では

1 層局所崩壊が卓越する骨組であることが確認できる。 

 元の状態と補修後の骨組のモード復元力空間における塑性崩壊面の比較を図 4-8 に，補修後の骨組の振動

特性を表 4-2 に示す。 

 

 

耐力劣化後の部材断面 

M/Mp 

Md 

Mp 

Mm

ax 

Mmax：最大耐力 

Mp：全塑性耐力 

Md：劣化後の耐力 

局部座屈による 

耐力劣化 
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図 4-7 元の状態の骨組の塑性崩壊面と荷重軌跡（モード復元力空間） 

 

 

表 4-2 補修後の骨組の振動特性 

 M2
*
 / M1

*
 

T1
*
 

[s] 

T2
*
 

[s] 

Case 1-1 
ii) 補修部が剛体 0.503 0.220 0.055 

元の状態との比 1.21 0.90 0.83 

Case 1-3 
ii) 補修部が剛体 0.210 0.267 0.039 

元の状態との比 1.14 0.91 0.91 

Case 3-1 
ii) 補修部が剛体 0.779 0.160 0.064 

元の状態との比 1.42 0.88 0.83 

  ※補修部の剛性が i) 元の状態と同じ場合は振動特性は変化しないため省略 

 

 

 

（a）図の凡例 

（b）Case 1-1 

（c）Case 1-3 

（d）Case 3-1 
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(a) 補修後骨組の概要と図の凡例  

 

(b) 補修部の剛性が元の状態と同じ i） 

 

(c) 補修部が剛体 ii） 

図 4-8 補修による塑性崩壊面の変化と荷重軌跡（モード復元力空間） 

 

 

図 4-8 より，補修後の骨組では，各ケースの i)において，塑性崩壊面が外側に平行移動し，応答領域が広

がっていることが確認できる。また，El Centro NS 波による地震応答中は各ケースで 1 層柱脚などに塑性化が

生じたが，どの部位でも耐力劣化が生じることはなく，応答収束まで安全領域内での荷重軌跡を示している。

また，部材の耐力劣化が生じていないため，応答後も安全領域が小さくなることはなかった。一方で，塑性

崩壊面の移動により補修後の骨組に全層崩壊モード生じなくなることも確認できる。このため，元の状態と

同程度のレベルの地震荷重に対しては崩壊機構を形成しにくくなり，保有水平耐力の観点からは補修効果は
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得られているものの，それ以上の荷重レベルについて塑性変形能力の観点から考えると，元の状態より不利

な崩壊モードが卓越する可能性がある。 

ii)では塑性崩壊面の移動とともに，塑性崩壊面が元の状態に対して若干傾いていることが確認できる。こ

れは，骨組の剛性の分布が変化し，刺激関数マトリクス[Φ]，すなわちモード基底ベクトルが変化したためで

ある。従って，剛性の分布の変化は主としては塑性崩壊面ではなく，各次振動モードの荷重効果に影響を与

えているものと考えられる。表 4-2 には，補修後の骨組の振動特性と元の状態に対する各値の比を合わせて

示している。ただし，i)の場合は元の骨組の振動特性から変化しないため省略している。表 4-2 より，元の骨

組で 2 次振動モード成分が大きいケースほど，補修後の有効質量の比が大きくなっていることが確認できる。

したがって，元の骨組で高次振動モードの影響が無視できない骨組では，補修後にはさらに高次振動モード

の応答が大きくなるものと考えられる。i)および ii)の Case 3-1（図 4-8 (b), (c)）の結果を見ると，ii)の応答は

i)の応答よりも振動 2 次振動モード側に励起しており，高次振動モード側の応答が大きくなっていることがわ

かる。 

これらのことから，高次振動モード成分の影響を無視できない骨組の場合，補修の方法によっては塑性崩

壊面や応答挙動の変化が大きく，元の骨組では想定していない崩壊モードが卓越する可能性が高くなり，修

復計画や補修方法の選択がより重要になるものと考えられる。 

 

 

4.6 結び 

本章では，3 章で提案した鉄骨部材および鉄骨骨組の力学的モデルに基づいて，解析に供する骨組のモデ

ルを構築した。実験結果に基づいて骨組の耐力分布を評価し，前章で提示した補修後の力学的モデルから構

築した骨組の解析モデルを用いて，地震応答時の弾塑性挙動および崩壊モードについて検証を行った。 

また，損傷した骨組に補修を施すことで変化する骨組内の耐力分布を評価し，補修後骨組の卓越崩壊モー

ドの変化について解析的に検証を行い，補修による骨組内の耐力分布の変化や剛性の分布の変化が補修後の

終局限界状態に与える影響について検討を行った。 

その結果，補修後の骨組の塑性崩壊面に基づき，補修後骨組の卓越崩壊モードを評価する方法を提示した。 
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第５章 被災した鉄骨骨組の補修法と終局耐震限界状態時の卓越崩壊モードの評価法 

 

 

 

5.1 はじめに 

震災建築物全体の復旧計画の立案にあたっては，損傷した部位を補修するだけでなく，損傷した部位を含

む層の残存耐震性能や，他の層の復旧が当該層に与える影響を考慮する必要がある。復旧技術指針[5-1]では，

構造体の被災状況に応じて，復旧が不要な場合，最小限の復旧を行う場合，より大きな復旧を行う場合，大

規模な復旧が必要な場合，それぞれの復旧方針立案の手順が示されている。 

復旧が不要な場合を除き，いずれの震災状況においても，復旧後の恒久使用を可能とするためには「特定

建築物の耐震診断及び耐震改修に関する指針」（平成 7 年建設省告示第 2089 号）に準じ，各層の被災状況に

対する耐震性能を診断し，当該層が構造耐震指標 Is≧0.6かつ保有水平耐力に係る指標 q ≥ 1.0 を満足するよ

うに復旧設計・工事を行う必要があるとされている。 

しかし，以上の復旧方針に対して，所要の耐震性能を確保し，かつ経済的な復旧設計のための具体的な手

順や方法は確立されていない。補修後骨組の持続的な使用を考慮する場合，その後に発生する地震動に対し，

十分な塑性変形能力を確保するように修復を施し，塑性変形能力に優れた崩壊機構形成を保証することが重

要となる。そこで本章では，終局耐震限界状態設計に基づき，補修後骨組の終局耐震状態を検証する方法を

示す。 

ここでは，補修した鉄骨骨組の力学的な評価から骨組の限界状態関数を定義し，近似信頼性解析により補

修した骨組の卓越崩壊モードを確率論的に評価する方法を検討する。本検討では，損傷部位の補修により部

材の剛性や耐力が変化することで補修した骨組全体の終局限界状態に与える影響を検討し，補修後の終局挙

動を検討するための近似信頼性解析による耐震安全性の照査点（設計点）の評価法を検討する。 

 

 

5.2 骨組の終局耐震限界状態関数と設計点 

5.2.1 骨組の終局耐震限界状態と近似信頼性解析 

骨組の終局耐震限界状態設計では，設計点に基づいて安全性を照査することが求められる。設計点は，崩

壊モード，地震荷重とその荷重効果の組合せで評価される[5-2][5-3]。本節では，一般的な近似信頼性解析に

よる骨組の設計点の評価法に関して，限界状態関数，地震動の等価静的荷重モデルと，その荷重効果につい

て示す。 

 

5.2.2 骨組の終局耐震限界状態関数  

骨組が崩壊機構を形成した場合，仮想仕事法により限界状態関数（性能関数）は次式で表される。 

  




n

j

jjp

m

i

pipi rqMrG

11

  (5-1) 

ただし，Mpi：全塑性モーメント，θpi：塑性ヒンジの塑性回転（速度），qpj：j 次のモード塑性変位（速度）
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成分で，骨組の変位{x}に対して{x} = [Φ]・{q}（[Φ]は刺激関数マトリクス）で表される古典的規準モード座

標における変位{q}で表されるモード変位の塑性成分，ri：モード荷重乗数，m：骨組の塑性化部位の数，n：

振動モード数，である。式(4-2)より，モード荷重乗数{r}は地震動によるランダム水平力{f}を転置した刺激関

数マトリクス[Φ
T
]を用いて以下の式で変換される。 

}{][}{ fr T    (5-2) 

 

5.2.3 地震動による荷重効果と確率過程 

骨組の近似信頼性解析では，確率変数として骨組と地震動の諸変数，ならびに荷重効果（応答）が対象と

なる。骨組に関わる確率変数として，質量，骨組の剛性や耐力などのばらつき，地震動に関わる確率変数と

して，地盤，位相・振幅等のスペクトル，卓越周波数，などが考えられる。また，これらの入力条件と振動

特性の組合せに対して，出力としての荷重効果も確率変数となる。例えば，荷重効果がある確率分布に従う

とすると，その統合確率密度関数 pdf(ri)に対して，破壊確率 Pfは破壊領域にわたって次式で評価される。 

  i

G

if drrpdfP 




0


 (5-3) 

文献[5-3]では，地震動により骨組に作用するランダム水平力{f}などの時間 t とともに不規則に変動する値

を，ある確率分布に従う確率変数と考え，等価な静的水平力へモデル化する方法を示している。本論文では，

文献[5-3]に準じて地震動による荷重効果を等価静的水平力にモデル化し，限界状態関数を評価する。 

ランダム水平力{f}は時間 tを変数に持つ確率変数であり，{f}の各次振動モード成分{r}も実際には時間とと

もに変化する非定常確率過程であるが，ここでは，図 5-1 のように一定の範囲内の地震応答を定常ランダム

振動の極値分布の平均値として評価し，地震応答の振幅（最大値）r.i.Ampは平均値 r.i.Aveと変動値（標準偏差）

r.i.RMSの和として以下の式で表現している。 

RMSiAveiAmpi rrr ...    (5-4) 

 

 

図 5-1 地震応答が継続時間内にある一定値を超える状況[5-3] 

定常部分 

定常部分 
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ここでは，地震時の荷重効果を定常確率過程の図 5-2のような標準正規分布に従う確率変数とし，その各次

振動モード成分の平均値 0，互いに独立の無相関な変数として以下のようにモデル化する。 

確率過程：平均値    0 jj rrE  (5-5) 

平均値     jirrE ij  0  (5-6) 

標準偏差 jAjirj Smc   (5-7) 

ここで，{φi}：[ψ] = [Φ
T
]

-1の列ベクトルで与えられる荷重基底ベクトル，σrj：各次振動モード荷重乗数の標

準偏差，cj：確率過程の任意時点における標準偏差とある継続時間内の平均最大値との関係から導かれる係数，

mj*：j 次の有効質量，SAj：j 次の加速度応答スペクトル，である。ランダム荷重モデルの標準偏差に関わる係

数 cjは，厳密には地震動の継続時間と固有周期などに依存するが[5-8][5-9]，一般的な中高層建物などの卓越

固有周期の範囲を考慮すると変動の幅が非常に小さくなるため，ここでは各次で共通の定数（cj = 1/3）とす

る。 

 

 

 

図 5-2 地震動に対するランダム荷重のモデル[5-3] 

 

 

5.2.4 近似信頼性解析（FOSM） 

以上より，骨組の崩壊機構形成に関わる性能関数 G の平均値と標準偏差は次式で与えられる。 

G の平均値： 




n

j

jjppi

m

i

piG rqM

11

  (5-8) 

G の標準偏差：    2
1

2

1

22
jp

n

j

rj

m

i

pimpiG q 


  (5-9) 

確率密度 pdf 確率密度 pdf 

モード荷重乗数 r1 
平均値 r1 = 0 

標準偏差σr1 = c1 M1* SA(T1,h1) 

標準偏差σr2 = c2 M2* SA(T2,h2) 

平均値 r2 = 0 
モード荷重乗数 r2 
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ここで、M
―

pi：全塑性モーメントの平均値，r
―

j：モード荷重乗数の平均値，σMpi：全塑性モーメントの標準差，

σrj：モード荷重乗数の標準偏差，である。 

前項 5.2.3の仮定より，各次振動モードのモード荷重乗数の平均値r
―

j = 0 となるため，崩壊モードごとに信

頼性指標が次式で与えられる。 

信頼性指標：

   2
1

2

1

22

1

jp

n

j

rj

m

i

pimpi

pi

m

i

pi

G

G

q

M






















     (5-10) 

信頼性指標値 βが小さいほど，その崩壊モードが生起しやすいことになる。 

 

 

5.3 補修した骨組の解析モデルと終局耐震限界状態関数 

5.3.1 補修した骨組の終局耐震限界状態 

損傷した骨組の修復性や，補修後の終局耐震性能を検証する場合，崩壊モードや耐力・剛性・変形能力が

重要となる[5-4]。損傷した震災鉄骨骨組の補修法が提案されているが，補修部位の固定度や拘束度が過度に

上昇することで，例えば梁崩壊型の崩壊モードが生起しにくくなり，柱崩壊や接合部仕口，パネルゾーンの

損傷が生起しやすくなることが懸念される。そこでここでは，補修後骨組の設計点を近似信頼性解析により

求め，塑性変形能力に富んだ崩壊機構形成を保証するように，補修・補強計画を検討するための解析手法を

示す。前節では，骨組の終局限界状態に関する設計点について，終局限界状態関数と近似信頼性解析につい

て示した。本節では，元の状態の骨組と，補修した骨組の設計点の評価法について，限界状態関数，荷重効

果などについて整理する。 

 

5.3.2 補修した骨組の終局耐震限界状態関数  

震災建築物の補修法について，例えば復旧技術指針には構造種別や崩壊モードごとの具体的な補修工法が

示されている。また，3 章では，損傷した鉄骨ラーメン骨組の柱や梁の補修法と，補修後性能ならびに補修

後骨組の解析手法について検討している。 

復旧指針等の方法で補修した骨組に関して，その限界状態関数 G’(r’)は次式で与えられる。 

補修後骨組の限界状態関数： 

  




n

j

jjp

m

i

pipi rqMrG

11

'''''' 
 

(5-11) 

ただし，各変数のカンマは，補修後の骨組と荷重効果を表す。 

補修後骨組では，損傷部材の補修により耐力や剛性が回復または上昇し，各変数が変化する。したが

って，補修による部材の耐力や剛性の上昇率が，骨組の限界状態関数に影響を与えると考えられる。ま

た，補修後骨組の塑性崩壊機構は，これらの影響に加えて，補修する部材と周辺部材の耐力比などの影

響も考えられる。よって，補修後骨組の終局耐震限界状態を検証するためには，これらの影響を考慮し，

関連する変数・指標（M’，θ’，qpj’，rj’）を反映することが必要になる。 

 

5.3.3 補修した骨組の荷重効果と確率過程  

補修した骨組の振動特性や，複数回の地震動入力（本震や余震，将来発生する地震など）を考慮すると，
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元の状態の骨組に対して地震動の特性や荷重効果が異なることが考えられる。このとき，補修した骨組に関

わる確率変数として，質量，骨組の剛性や耐力などのばらつき，地震動に関わる確率変数として，地盤（震

源特性，伝播経路特性，地点特性，深層地盤による増幅と浅層地盤の応答），位相・振幅等のスペクトル，卓

越周波数，などが考えられる。例えば，2011 年東北地方太平洋沖地震や 2016 年熊本地震など，近傍で複数

回の地震動を経験した地震記録に関して，フーリエ振幅スペクトルの比較を図 5-2 に示す。 

2011 年 3 月 11 日，および 4 月 7 日に東北地方太平洋沖で発生した地震による K-NET 築館における観測波

（図 5-2 (a)）では，卓越周期は 0.11sec 程度で概ね同じであるが，2016年 4月 14 日，および 4月 16日に熊本

で発生した地震による K-NET 熊本おける観測波（図 5-2 (b)）では，卓越周期は 0.32sec，0.44sec と約 0.1 秒

の差異が生じている。これらより，発生時期が近く，同一地域の地震波であっても，入力地震動の特性が異

なり，前震・本震・余震などの一連の地震動下で，荷重モデルや荷重効果に関わる確率変数に影響を与える

ことが考えられる。 

そこで，補修した骨組の荷重効果に関わる確率過程の等価水平力モデルは，以下のように表される。 

ランダム水平力：    




n

j

jjrf

1

'''   (5-12) 

確率過程：平均値   0''  jj rrE  (5-13) 

相関係数    jirrE ij  0''  (5-14) 

標準偏差 jAjirj Smc '''   (5-15) 

ただし，各変数のカンマは，補修後骨組の荷重効果や有効質量，加速度応答スペクトルなどを表す。 

ここで，元の状態の骨組と補修後骨組の，モード復元力空間における塑性崩壊面と荷重効果の等確率密度

面を図 5-3 に示す。補修後骨組では，補修部位の耐力上昇によって塑性崩壊面が移動する。これに伴い，荷

重効果の分布に関わらず設計点が変わることが考えられ，修復計画によっては，図 5-3 のように卓越崩壊モ

ードが変化することが考えられる。補修後骨組に高い塑性変形能力を期待する場合，卓越崩壊モードの変化

を考慮した修復計画を立案することが望ましい。 

 

 

 

図 5-3 既往観測波のフーリエ振幅スペクトル 
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(a) 元の状態 (b) 補修後 

図 5-4 塑性崩壊面と荷重効果 

 

5.3.4 補修した骨組の近似信頼性解析 

以上より，補修した骨組の崩壊機構形成に関わる性能関数 G’の平均値 μG’と標準偏差 σG’，また信頼性指標

β’は，前節同様に以下の式により求めることができる。 

G’の平均値： 
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G’の標準偏差：    2
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信頼性指標：
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ただし，各変数のカンマは，補修後の骨組と荷重効果を表す。 

補修後骨組の耐力や剛性の分布については，元の状態の骨組の損傷状況（損傷箇所，損傷度），および損傷

した骨組をどのように補修・補強するかによって決定されると考えられる。従って，損傷した骨組や補修し

た骨組の信頼性解析では，元の状態で考慮した条件に加え，損傷した骨組の各部材の耐力・剛性の低下や，

損傷部の補修による耐力や剛性の変化が，信頼性指標にどのような影響を与えるかを考慮する必要がある。 

 

 

5.4 結び 

本章では，4 章までの検討で明らかにした補修した鉄骨骨組の力学的な評価から骨組の限界状態関数を定

義した。また，近似信頼性解析により補修した骨組の卓越崩壊モードを確率論的に評価する方法を提示した。 

また，4 章で示した，補修により部材の剛性や耐力が変化することで補修した骨組全体の終局限界状態に

与える影響を検討し，補修後の終局挙動を検討するための近似信頼性解析による耐震安全性の照査点（設計

点）の評価法を提示し，補修後の卓越崩壊モードについて定量的に評価すること手法を提示した。  

r2 r2 

r1 r1 
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第６章 近似信頼性解析による被災した鉄骨骨組の修復計画法 

 

 

 

6.1 はじめに 

震災骨組の修復計画を検討する場合，骨組の損傷状況に基づく残存耐震性能評価により，補修後骨組の目

標性能を設定し，補修・補強する部材を決定することになる。一方，震災後の実地調査による損傷箇所の特

定や残存耐震性能評価が困難な場合や，設計時に修復性（修復のしやすさ，性能回復性など）を考慮する場

合，元の状態の骨組の崩壊モードや損傷レベルを推定した上で，修復計画を立案・評価する必要があると考

えられる。 

本章では，5 章で提案した近似信頼性解析を用いた補修後の卓越崩壊モードの推定法を用いて被災した骨

組の修復計画を検証し，適切な修復計画を立案するための手法について検討を行う。 

 

6.2 修復計画の立案手順の概要 

図 6-1 は，近似信頼性解析により補修後骨組の修復計画を検討するためのフローを示している。なお，震

災骨組の損傷状況・残存耐震性能が実地調査によって明らかとなる場合，元の状態の骨組の信頼性指標 βG

による評価の項目までは省略可能となる 

図 6-2 の柱や梁に塑性ヒンジを形成して塑性崩壊する柱梁ラーメン骨組の修復計画を検討する場合，梁に

対する柱の部材耐力比 χ，補修による部材の耐力上昇率 τ，剛性の上昇率 γを用いて，元の状態および補修し

た骨組の限界状態関数（式(5-1)，(5-9)）を評価できる。一方，荷重効果に関する変数は，補修による骨組の

振動特性や補修後の地震動が変化する場合，ランダム水平力に関する諸項目を評価する必要がある。 

復旧技術指針では，例えば鉄骨ラーメン骨組の損傷部材の補修法は，主として耐力および塑性変形能力の

回復・向上を目的としているため，補修後部材・骨組の剛性についての具体的な指針はない。また，文献 8)，

12)～14)のように，柱や梁の損傷部位を鋼板で補修する方法などでは，補修部位の部材断面は増加するものの，

スパン全体で考えた場合，剛性は大幅に上昇しないと考えられる。そこで，本稿では，補修による部材の剛

性の上昇率γは考慮せず，ランダム水平力による荷重効果は地震動の諸変数のみ考慮する。 

 

6.3 柱梁ラーメン骨組の終局耐震限界状態と修復計画 

ここで，図 6-2の柱梁ラーメン骨組に対し，表 6-1 のように骨組条件および元の状態の限界状態関数に関す

る変数 χ，補修後の限界状態関数に関する変数 τ，γ を設定する。なお，図 6-2 の骨組は，文献[6-1]の鉄骨骨

組実験を参考にしている。表 1中の M2/M1は 1層に対する 2層の質量比である。 

骨組に形成される崩壊メカニズムは，①全層崩壊モード，②1 層局所層崩壊モード，③2 層局所層崩壊モー

ドであり，①・③については柱と梁の部材耐力比 χ によって梁先行降伏型（①b，③b）,および柱先行降伏型

（①c，③c）が考えられる（図 6-2 (b)）。 

表 6-2は，同じ観測点で強震が記録された過去の地震例を，図 6-3，図 6-4 はそれぞれの地震波の時刻歴波

形[6-2]と加速度応答スペクトルを示す。ただし，地震波は最大加速度となる部分を含む主要な部分を取り出

て採用している。地震波 i)の東北地方太平洋沖地震の本震については 81.92 秒分（地震波 i)は K-net の元デー
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タにおける 47 秒～）を，地震動 iii)，iv)は 40.69 秒分（（地震波 i)は K-net の元データにおける 15 秒～），地

震動 v)，vi)は新潟県中越地震および新潟県中越沖地震については，40.69 秒分（K-net の元データにおける 15

秒～）を採用した。 

骨組の 1 次固有周期が 0.2秒前後となるように質量を設定し（M1+M2 = 100 ton），減衰定数 h = 0.02 とした

場合，式(5-5)のランダム水平力の 1 次振動モード成分に対する 2次振動モード成分の標準偏差の比は，Frame1

では|σr2/σr1| = 0.15~ 0.33，Frame2 では|σr2/σr1| = 0.33 ~ 1.98 となる。元の状態の骨組が全層崩壊モード①bで塑性

崩壊した後，塑性ヒンジを補修した場合の補修後骨組の塑性崩壊面と，地震荷重の等確率密度線を図 6-5 に

示す。ただし，骨組 1，2ともに χ = 1.5の場合を代表して示しており，等確率密度線は|σr2/σr1| = 0.15，1.0，2.0

の場合を示している。また，補修後骨組に対して|σr2/σr1| = 0 ~ 2 のランダム水平力が作用する場合の各崩壊モ

ードの信頼性指標 βを図 6-7，6-5に，示す。なお，図 6-7は横軸を部材の耐力上昇率 τで χ = 1.0，1.3，1.5，

1.7，2.0，および|σr2/σr1| = 0，1.0，2.0のケースを代表して示し，図 6-8 は横軸をランダム水平力の標準偏差の

比|σr2/σr1|で χ = 1.0，1.3，1.5，1.7，2.0，および τ = 1.0，1.5，2.0のケースを代表して示し示している。また，

両図ともに全層崩壊モードの信頼性指標 β = 1となるように基準化して示しており，βが小さいほど崩壊モー

ドが生起しやすいことを示す。また，図 6-6に図 6-7，6-5 の解説図を示す。図 6-6 のように，横軸 τ，|σr2/σr1|

の値によって各崩壊モードの信頼性指標の評価値 β が変化し，その相対関係により最も生じやすい崩壊モー

ド（卓越崩壊モード）が判断できる。また，図 6-7，6-5 の縦軸は全層崩壊モードの β = 1 となるように基準

化しているため，全層崩壊モードと比較して生じやすいかどうかを β = 1を境界として示している。 

図 6-7 では，横軸が補修による部材の耐力上昇率 τ を表すため，値が大きいほど補修によって耐力が大き

く上昇し，図 6-5(c), (f)のように全層崩壊面が外側に移動して補修後に全層崩壊モードが他の崩壊モードと比

較して相対的に生じづらくなる。なお，同図は右に行くほどランダム水平力の標準偏差の比|σr2/σr1|が大きい

ケースを示し，下に行くほど梁に対する柱の部材耐力比 χ が大きい（柱の耐力が梁に対し大きい）ケースを

示す。図 6-8 では，横軸がモデル化したランダム水平力（モード復元力）の標準偏差の比|σr2/σr1|の表すため，

値が大きいほど 1 次振動モードに対して 2 次振動モード成分の水平力が大きく作用し，同じ補修を施した骨

組に対して作用する水平力の特性により生じやすい崩壊モードが変化することをしめしている。 

図 6-7より，部材耐力比 χが大きい骨組では，梁先行降伏型の崩壊モードが生起しやすくなるが，補修によ

り部材の耐力が上昇し，τ が χ を上回ると梁先行降伏型の全層崩壊機構の形成を保証しにくくなり，さらに τ

が大きくなると柱が元の状態の骨組とは大きく異なる耐力分布となって柱が塑性化し，局所層崩壊モードが

卓越しやすくなることが確認できる。 

図 6-8より，ランダム水平力の標準偏差|σr2/σr1| が小さい場合（|σr2/σr1| ＝ 0）と比較し，|σr2/σr1| が大きい場

合（|σr2/σr1| = 2.0）には 2次振動モード成分の塑性変位が大きくなることで，柱先行降伏型の崩壊モードが生

じやすくなる。図 6-8では，|σr2/σr1|が大きくなると 1層崩壊モードの信頼性指標 βが急激に小さくなり，|σr2/σr1| 

= 2 付近では最も信頼性指標が小さくなっていることから，骨組に作用する荷重分布が卓越崩壊モードに大き

な影響を与えうることが確認できる。そのため，補修を施す際にはどのような荷重が作用するかを適切に設

定することが重要になる。 

以上のように，補修による部材耐力の上昇や骨組に作用する荷重分布形により，補修後骨組の卓越崩壊モ

ードが変化し，目標崩壊機構の形成を保証できなくなることが考えられる。これは，図 6-5 に示すように，

補修によって骨組の耐力が上昇して限界状態関数で表される塑性崩壊に対する安全領域が広がるものの，元

の骨組の安全領域と異なる形状となり，荷重効果の等確率密度線との関係から，異なる崩壊モードが生起す

る可能性を示している。 
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そこで，補修により耐力が上昇した骨組に対して，目標崩壊機構の形成を保証するためには，補修後骨組

の限界状態関数と荷重効果を適切に考慮して補修方法を選択するとともに，塑性ヒンジを形成していない部

位も補強することで，骨組の耐力分布，すなわち限界状態関数を調整することも必要になる。 

 

 

 

図 6-1 近似信頼性解析を利用した修復計画の検討フロー 

 

 

 

(a)解析骨組概要 (b) 崩壊モード 

図 6-2 2 層 1 スパン解析骨組と崩壊モード 
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表 6-1 解析変数 

Frame ID 
層質量比 

M2/M1 

柱・梁の部材耐力比 

Χ 

部材の耐力上昇率 

τ 

剛性の上昇率 

γ 

1 1 1.0 ~ 2.0 

(0.1 刻み) 

1.0 ~ 2.0 

(0.1 刻み) 
1.0 

2 1/3 

 

表 6-2 観測地震波とランダム水平力の標準偏差 

Earthquake 観測日 
|σr2/σr1| 

ID 
Frame 1 Frame 2 

The 2011 off the Pacific coast of 

Tohoku Earthquake (MYG004 NS） 

2011 年 3月 11 日（本震） 0.15 1.98 (i) 

2011 年 4月 7日（余震） 0.17 0.54 (ii) 

The 2016 Kumamoto Earthquake 

(KMM006 NS) 

2016年 4月 14日（本震） 0.24 1.06 (iii) 

2016年 4月 16日（余震） 0.33 0.99 (iv) 

The Mid Niigata prefecture Earthquake 

in 2004 (NIG019 EW) 
2004年 10月 23 日 0.25 0.50 (v) 

The Niigataken Chuetsu-oki 

Earthquake in 2007 (NIG019 EW) 
2007年 7月 16日 0.16 0.33 (vi) 

 

 

図 6-3 地震波の時刻歴波形 
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図 6-4 加速度応答倍率(h =0.02) 
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(a) M2/M1=1.0，τ=1.2 (b) M2/M1=1.0，τ=1.5 (c) M2/M1=1.0，τ=1.8 

 

(d) M2/M1=1/3，τ=1.2 (e) M2/M1=1/3，τ=1.5 (f) M2/M1=1/3，τ=1.8 

図 6-5 補修後の 2層 1スパン骨組の塑性崩壊面と崩壊モード（χ=1.5 のケース） 

 

 

図 6-6 各崩壊モードの信頼性指標の評価値の相対関係と卓越崩壊モードの対応 
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①b ①c ② ③b ③c 

χ |σr2/σr1| = 0 |σr2/σr1| = 1.0 |σr2/σr1| = 2.0 
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図 6-7 補修による耐力上昇率τと信頼性指標β 

（横軸：耐力上昇率 τ，縦軸：信頼性指標 β/β①b，全層崩壊モードの β①bで基準化）  
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①b ①c ② ③b ③c 
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図 6-8 ランダム水平力の標準偏差|σr2/σr1|と信頼性指標 

（横軸：ランダム水平力の標準偏差|σr2/σr1|，縦軸：信頼性指標 β/β①b，全層崩壊モードの β①bで基準化）  
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6.4 解析例 

ここでは，低層・中層鉄骨骨組の例題を通して，修復後骨組の終局耐震挙動と卓越崩壊モードに関する検

討を行う。 

■解析骨組の概要 

低層鉄骨骨組の例題として，図 6-9の 3層 2 スパン鉄骨ラーメン骨組，および中層鉄骨骨組の例題として図

6-10 の 9 層 3 スパン鉄骨ラーメン骨組の平面骨組解析モデルを対象とし，元の状態と補修した骨組の終局限

界状態に関する検討を行う。両骨組は「鋼構造限界状態設計 設計例」[6-3]の例題骨組を参考に設定している。 

図 6-9 の 3 層 2 スパン鉄骨骨組について，柱および梁は H 形断面とし，柱は H-414×405×18×28，梁は

H-600×200×11×17 としている。 

図 6-10 の 9 層 3 スパン鉄骨骨組について，柱は角形断面□-400×400×tc，梁は H 形断面 H-500×200×12×tf.b

とし，1 層柱は tc =28 mm，2～3層柱は tc =25 mm，4～6 層柱は tc =22 mm，7～9層柱は tc =19 mm，2～4 層床

梁は tf.b =22 mm，5～7 層床梁は tf.b =19 mm，8～9 層床梁および屋根梁は tf.b =16 mmとしている。 

すべての部材はヤング係数 E = 205,000 N/mm
2，降伏応力度 σy = 235 N/mm

2，引張強さ σu = 400 N/mm
2とす

る。骨組の耐力は各部材の全塑性モーメントを用いて算出した。両骨組は減衰定数 h = 0.02 として検討を行

っている。 

 

 

 

図 6-9 3 層 2 スパン鉄骨骨組 図 6-10 9 層 3 スパン鉄骨骨組 
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熊本地震の iii) 本震および iv) 余震，v) 2004年新潟県中越地震および vi) 2007年新潟県中越沖地震を，式(5-5)，

(5-13)によりモデル化して検討を行う。 
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■近似信頼性解析 

3 層 2 スパン鉄骨ラーメン骨組 

表 6-3に解析骨組の層質量，表 6-4に骨組の振動特性を示す。なお，3層解析骨組の略算による設計用 1次

固有周期 T1は T1=0.03×10.1=0.303 sec（骨組の高さ H=10.1 m）であるが，表 6-4 は固有値解析による各次振

動モードの固有周期を示している。表 6-4 の 1 次固有周期は 0.4 sec程度と略算による T1より大きくなってい

る。固有値解析に用いた骨組モデルは柱梁ラーメン骨組を線材でモデル化し，柱梁仕口部の接合部パネルの

大きさは考慮しているものの，床スラブなど影響については考慮していない。そのため，1 次固有周期が略

算によるものよりも大きくなっているものと考えられる（参考までに，床スラブにより梁の曲げ剛性が 1.4

倍となると仮定した場合は T1=0.364 sec となる）。上記のように略算と固有解析による固有周期に違いがある

が，解析用のモデルとして表 6-4の振動特性を用いて検討を行う。 

表 6-5に等価水平力モデルごとの σriの一覧を，図 6-11 に生起しうる崩壊モードの概要を，表 6-6に信頼性

指標の計算値の一覧を，図 6-12 に各崩壊モードと信頼性指標の対応を示す。なお，表 6-6 (a)の結果より元の

状態の骨組では全層崩壊モードが卓越することから，表 6-6 (b)および図 6-12の補修後骨組の結果は全層崩壊

した解析骨組の塑性ヒンジを補修した場合の信頼性指標を示している。なお，補修後の部材の耐力は図 3-64

で提案した力学モデルに従い変化するものとする。本骨組の場合，L/L’は梁で 1.2，柱で 1.5 となる。また，

表 6-6および図 6-12中の i) ～ vi)はそれぞれ表 6-2の地震動を示している。 

表 6-6より，3 層解析骨組の場合，補修後の骨組の振動特性が変化することで等価水平力の大きさが変化す

る場合があるが，各次振動モード成分の比率の変化は小さく，各崩壊モードの信頼性指標の相対的な関係は

大きく変化していないことが確認できる（表 6-6，( )内の数値）。これは，実際の骨組では梁スパンの長さ

に対して損傷・補修する領域が短く，L/L’が比較的小さい値となることが影響しているものと考えられる。 

また，骨組を確定とし，加速度応答スペクトルの形状が同一の条件下では，任意の崩壊モード i の信頼性

指標 βiの値は地震入力の大きさなどにより変化するものの，崩壊モード j の信頼性指標 βjとの比率 βi：βiは

地震入力の大きさに依存せず，一定の値となる。したがって，ある崩壊モード（例えば全層崩壊モードなど）

を設計目標とする場合，目標崩壊モードとその他の崩壊モードの信頼性指標の相対関係が重要となる。つま

り，同一の荷重分布形の下で，元の状態の骨組と補修後骨組で各崩壊モードの信頼性指標 β の比率が大きく

変化する場合は，卓越する崩壊モードが変化する可能性が高くなり，修復計画の検討に注意を要する。 

図 6-12は最も生起しやすい崩壊モード（βmin）に対し，β = βmin + Δβ（ここでは Δβ = 1.0）の範囲をあわせ

て示している。図 6-12 (a), (b)より，信頼性指標 βの値が変化する場合でも，βmin + Δβの範囲に存在する崩壊

モードは大きく変化していないことが確認できる。 

 

 

表 6-3 層質量  表 6-4 振動特性 

層 
慣性質量 

[ton] 
 

振動 

モード 

有効質量[ton] 固有周期[sec] 

元の状態 補修後 元の状態 補修後 

1 43.0  1 118 118 0.41 0.39 

2 43.0  2 18 18 0.11 0.10 

3 55.1  3 5 5 0.05 0.05 
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表 6-5 等価水平力モデルごとの σri [kN] 

  i) ii) iii) iv) v) vi) 

元の状態 

の骨組 

σr1 276 564 552 1261 897 670 

σr2 135 209 44 60 120 27 

σr3 26 102 9 12 21 6 

補修後 

の骨組 

σr1 425 816 870 1569 1273 829 

σr2 173 249 50 75 137 38 

σr3 37 144 13 17 29 8 

 

 

 

図 6-11 3 層骨組の崩壊モード一覧 

 

  

①全層崩壊 ②1～2層崩壊 ③2～3層崩壊 

④1層崩壊 ⑤2層崩壊 ⑥3層崩壊 
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表 6-6 崩壊モードごとの信頼性指標の一覧 

(a) 元の状態の骨組 

 |σr2/σr1| |σr3/σr1| 
崩壊モードごとの β 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

i) 0.48 0.10 
5.04 6.67 6.39 13.7 13.74 9.26 

(1) (1.3) (1.3) (2.7) (2.7) (1.8) 

ii) 0.37 0.18 
2.47 3.92 3.18 6.52 6.75 4.87 

(1) (1.6) (1.3) (2.7) (2.7) (2.0) 

iii) 0.08 0.02 
2.52 6.79 3.33 24.5 12.35 5.79 

(1) (2.7) (1.3) (9.7) (4.9) (2.3) 

iv) 0.05 0.01 
1.10 3.06 1.46 12.1 5.52 2.55 

(1) (2.8) (1.3) (11.0) (5.0) (2.3) 

v) 0.13 0.02 
1.55 3.89 2.05 12.2 7.24 3.52 

(1) (2.5) (1.3) (7.8) (4.7) (2.3) 

vi) 0.04 0.09 
2.08 5.79 2.75 23.30 10.43 4.80 

(1) (2.8) (1.3) (11.2) (5.0) (2.3) 

(b) 補修後の骨組 

 |σr2/σr1| |σr3/σr1| 
崩壊モードごとの β’ 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

i) 0.41 0.09 
4.72 7.08 4.84 16.5 9.99 7.28 

(1) (1.5) (1.0) (3.5) (2.1) (1.5) 

ii) 0.31 0.18 
2.46 4.29 2.55 7.85 5.00 4.00 

(1) (1.8) (1.0) (3.2) (2.0) (1.6s) 

iii) 0.06 0.02 
2.30 6.20 2.43 26.7 7.94 4.21 

(1) (2.7) (1.1) (11.6) (3.5) (1.8) 

iv) 0.05 0.01 
1.28 3.46 1.35 15.4 4.43 2.34 

(1) (2.7) (1.1) (12.1) (3.5) (1.8) 

v) 0.11 0.02 
1.58 4.02 1.66 15.0 5.22 2.85 

(1) (2.6) (1.1) (9.5) (3.3) (1.8) 

vi) 0.05 0.01 
2.42 6.57 2.56 29.4 8.40 4.43 

(1) (2.7) (1.1) (12.2) (3.5) (1.8) 

※( )内の数値は β①（全層崩壊モード）に対する比を示す 
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(a) 等価水平力 i) (a) 等価水平力 ii) 

 

(c) 等価水平力 iii) (d) 等価水平力 iv) 

 

(e) 等価水平力 v) (f) 等価水平力 vi) 

図 6-12 信頼性指標と等価水平力モデル  

○ 元の状態（β） × 補修後（β’） 
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9 層 3 スパン鉄骨ラーメン骨組 

表 6-7 に 9 層 3 スパン骨組の層質量を，表 6-8 に骨組の振動特性を示す。なお，3 層骨組と同様に，表 6-4

は固有値解析による各次振動モードの固有周期を示している。略算による設計用 1 次固有周期は T1 = 1.0 秒

程度となり，固有値解析による 1次固有周期は 2 倍程度の値となっているが，参考とした骨組[6-x3]とは，固

有周期は参考骨組と同程度となっている（参考骨組の固有周期 T1 = 1.94 sec，T2 = 0.67 sec，T3 = 0.41 sec）。こ

こではあくまで検討用の骨組モデルとして，3 層骨組と同様に表 6-8 の振動特性を採用する。 

また，表 6-9に等価水平力モデルごとの σriの一覧を，図 6-13には 3層 2 スパン骨組の場合と同様に，崩壊

モードと信頼性指標の対応，および β = βmin + Δβ（Δβ = 1.0）の範囲を示している。なお，図 6-13の横軸は，

生起しうる崩壊モードの番号を示しており，1から順に全層崩壊，1~8層崩壊，2~9 層崩壊，・・・，8 層局所

層崩壊，9 層局所層崩壊を示している。したがって，番号が大きいほど局所的な崩壊モードを表している。

また，図 6-13 (b)は全層崩壊した解析骨組の塑性ヒンジを補修した場合の信頼性指標を示している。なお，補

修後の部材の耐力は図 3-64 で提案した力学モデルに従い変化するものとする。本骨組の場合，L/L’は梁で約

1.2，柱で 2.1~2.5 となる。また，図 6-13中の i) ～ vi)はそれぞれ表 6-2 の地震動を示している。 

図 6-13 より，同じ地震動を経験する場合でも補修により骨組の限界状態関数が変化し，補修後には元の状

態と異なる崩壊モードが卓越することも考えられる。特に，補修部位と塑性ヒンジ形成位置が直接関係する

崩壊モードの場合，例えば今回の場合では全層崩壊モード全てのケースで補修前後の信頼性指標 β が変化し

ている。一方で，補修部位と塑性ヒンジ形成位置が直接は関係しない崩壊モードの場合，それぞれの崩壊モ

ードの信頼性指標の傾向は大きく変化していないと考えられる。 

ただし，等価水平力 iii)下における全層崩壊モード（図 6-13 の横軸 1 番）のように，補修によって生起確

率が他の崩壊モードと比べて大きく変化する場合，目標崩壊機構の形成を保証するためには，修復計画を検

討し直し，補修や補強を施す部位を追加・変更する必要がある。 

 

 

表 6-7 層質量  表 6-8 振動特性 

層 
慣性質量 

[ton] 
 

振動 

モード 

有効質量 [ton] 固有周期 [sec] 

元の状態 補修後 元の状態 補修後 

1 87.3  1 646 643 2.21 2.16 

2 86.1  2 85 87 0.73 0.71 

3 86.1  3 34 34 0.41 0.40 

4 86.1  4 18 18 0.26 0.26 

5 86.1  5 12 12 0.19 0.19 

6 86.1  6 8 8 0.14 0.14 

7 86.1  7 5 5 0.11 0.11 

8 86.1  8 3 3 0.10 0.10 

9 121.4  9 2 2 0.09 0.09 
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表 6-9 等価水平力モデルごとの σri [kN] 

  i) ii) iii) iv) v) vi) 

元の状態 

の骨組 

σr1 595 278 430 709 947 250 

σr2 176 167 249 451 1859 126 

σr3 224 169 227 514 365 276 

σr4 792 224 96 105 165 60 

σr5 316 345 67 92 97 35 

σr6 220 142 28 51 56 17 

σr7 59 43 13 24 32 9 

σr8 41 20 9 10 22 5 

σr9 45 12 6 7 11 3 

補修後 

の骨組 

σr1 623 284 456 688 960 238 

σr2 193 199 301 486 1993 152 

σr3 209 158 241 500 358 280 

σr4 850 208 84 96 167 58 

σr5 348 351 70 86 91 32 

σr6 245 146 26 45 60 18 

σr7 63 45 14 25 34 10 

σr8 46 22 10 11 24 6 

σr9 50 13 7 8 13 3 
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(a) 等価水平力 i) (a) 等価水平力 ii) 

 

(c) 等価水平力 iii) (d) 等価水平力 iv) 

 

(e) 等価水平力 v) (f) 等価水平力 vi) 

図 6-13 信頼性指標と等価水平力モデル  

○ 元の状態（β） × 補修後（β’） 
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■信頼性解析結果に基づく修復計画の検討 

9 層骨組について，例えば等価水平力 iii)による卓越崩壊モードは，信頼性指標 β’が小さい順に，2～7 層崩

壊(β’=3.26)，3～7 層崩壊(β’=3.40)，2～8 層崩壊(β’=3.45)，3～8 層崩壊(β’=3.56)，2～6 層崩壊(β’=3.67)，4～8

層崩壊(β’=3.69)，2～9 層崩壊(β’=3.88)，4～9 層崩壊(β’=3.97)，3～9 層崩壊(β’=3.98)，5～9 層崩壊(β’=4.06)と

なる。 

一方，全層崩壊は β’=4.99であり，全層崩壊を目標崩壊機構として β’ = β’min + 1.0 の範囲にするためには，

上記の各崩壊モードの塑性ヒンジ部位を補強する必要がある。 

そこで，2，3，4層の柱脚部と 7，8層の柱頭部を補強した骨組について，終局限界状態を検討する。図 6-14

は，上述の補修と補強を施した骨組の信頼性指標を示している。図 6-14 より，補修とともに補強も施した修

復後骨組は，全層崩壊モードの信頼性指標 β’が β’ = β’min + 1.0 の範囲におさまり，信頼性指標に基づいた修復

計画を立案することで，目標崩壊機構の形成を保証していくことが可能になると考えられる。 

 

 

 

図 6-14 修復後 9層骨組の等価水平力 iii)下の信頼性指標 
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6.5 結び 

本章では，5 章で提案した近似信頼性解析を用いた補修後骨組の卓越崩壊モードの評価法により，補修後

の終局限界状態を評価の有効性について検討を行った。また，9 層鉄骨骨組について算出した信頼性指標に

基づいて，修復計画を検討した。以下に結論を示す。 

1) 補修後骨組の限界状態関数に影響を与える主たる変数を検討した。結果として，柱と梁の部材耐力比 χ

や補修・補強による部材耐力上昇率 τと卓越崩壊モードの関係を示した。 

2) 中低層の鉄骨ラーメン骨組の終局限界状態を評価し，補修後骨組の終局限界状態と耐震挙動について検

討した。その結果として，補修後骨組は，補修や補強による耐力分布や振動特性の変化により，元の状

態の骨組とは卓越崩壊モードが変化する可能性があるものの，本稿の例題骨組の範囲では，各崩壊モー

ド信頼性指標の相対関係の傾向は，大きく変化しないことを確認した。 

3) また，全層崩壊モードなど，目標崩壊機構の形成を設計目標とする場合は，提案手法に基づいて修復計

画を再考し，損傷部位の補修に加えて，その他の部位も補強することで，目標崩壊機構の形成を保証す

ることが可能であることを確認した。 
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第７章 結論 

 

 

 

7.1 本研究の結論 

近年，巨大地震により損傷を生じた鉄骨造建物が数多く報告されている。鉄骨骨組に関する代表的な地震

被害としては，1994 年に米国ロサンゼルス近郊で発生したノースリッジ地震や 1995 年に発生した兵庫県南

部地震で報告されている。両地震で柱梁接合部の破断により鉄骨部材の塑性変形能力が十分に発揮されず，

結果として骨組の塑性変形能力に顕著な低下が生じた。その後，地震時の安全性を確保するための耐震設計

では，柱梁接合部の耐力を十分に確保することで部材の塑性変形能力の発揮することが基本となっている。

そのため，その後の鉄骨骨組では柱や梁の塑性化や局部座屈が代表的な損傷となり，これらによって塑性ヒ

ンジを形成することで骨組の塑性変形能力が確保されるものと考えられる。 

本論文では，巨大地震により損傷した鉄骨ラーメン骨組を対象に修復性を指向した性能設計の確立に向け

て，骨組を構成する部材に生じる損傷を評価し残存性能を予測する手法，局部座屈により損傷した部材に対

する補修法と構造性能や力学的特性の関係性の解明，部材の補修後性能・力学的特性に基づく骨組の構造性

能の回復性の評価，補修後骨組の終局限界状態時の崩壊モードの評価に基づく修復計画の立案，について検

討を行った。これらは，以下の方針を基本として検討を行っている。 

・ランダム荷重下において鉄骨部材は主として局部座屈による損傷を生じる 

・損傷した部材に対する既出の補修法を対象として構造性能の回復性に力学的な根拠付けを行う 

・骨組の構造性能は部材の構造性能に依存する 

・塑性変形能力に優れる崩壊モードの形成を保証することで骨組の安全性の確保することを目標とする 

以下に，各章で得られた知見をまとめ，本論文の結論を示す。 

 

第 2 章“繰返し塑性振幅を受ける鉄骨部材の累積損傷評価法”では，地震動などによるランダム応答下に

おいては履歴変数が影響することで力学的な展開が難しいとされていた繰返し塑性振幅下における鉄骨部材

（H 形鋼梁・角形鋼管柱）の保有性能について，実験データベースに基づく分析を行うことで履歴変数の影

響を反映したエネルギー吸収能力の回帰予測式を提案した。さらに提案した回帰予測式を変形することで，

応答中の任意の時点における累積損傷を評価する指標の構築を試みた。 

はじめに，繰返し塑性振幅を受ける鉄骨部材を対象に，先行研究において既往の実験結果を収集して構築

したデータベースを用いて繰返し載荷下における保有性能を分析した。データベースで対象とした鉄骨部材

は，繰り返し曲げを受け，最大耐力が座屈で決まる H形鋼梁と角形鋼管柱であり，ここでは最大耐力，およ

び各種変形能力（最大耐力時の骨格曲線部における塑性率，最大耐力に至るまでの累積塑性率，最大耐力時

の骨格曲線部における累積塑性変形倍率，累積変形曲線部における累積塑性変形倍率）について分析を行っ

た。最大耐力や各種変形能力について影響変数を分析し，H 形鋼梁においては等価幅厚比が，角形鋼管柱に

おいては一般化幅厚比が最も支配的な影響変数となることが確認した。これらは，データベースが対象とす

る実験データの最大耐力が“座屈”により決定されることによるものであり，単調載荷下においても耐力・

変形能力に与える主要な影響変数となる。また，H 形鋼部材は，最大耐力が横座屈により決まる試験体にお
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いても横座屈細長比と保有性能の間に明確な相関は確認されず，角形鋼管柱は一般化細長比と変形能力との

相関は確認されなかった。これらは，載荷条件や実験で生じた崩壊モードの影響が大きいものと考えられる。

また，両部材において，それぞれの変形能力の相互関係を分析し，骨格曲線部の塑性率と累積塑性変形倍率，

累積変形曲線部における累積塑性変形倍率と累積塑性率，骨格曲線部の塑性率と最大塑性振幅，累積変形曲

線部における累積塑性変形倍率と骨格曲線部の塑性率・累積塑性率の積を最大塑性振幅で割った値がそれぞ

れ両対数軸上でほぼ直線関係となることが確認された。これらのことから，相関のある各変数を回帰曲線の

形で整理し，相互関係を定式化した。 

次に，単調載荷下と繰返し載荷下における最大耐力時のエネルギー吸収能力の関係を明確にするため，累

積変形曲線部における累積塑性変形倍率と骨格曲線部の累積塑性変形倍率の比率について，履歴変数である

変位振幅の偏りと有効半サイクル数による分析を行い，両対数軸上で相関が得られたことからこれらを定式

化し回帰予測式を提案した。提案式による繰返し塑性振幅下における部材のエネルギー吸収能力の予測精度

は，データベースにより検証しその有効性を示した。これにより，H 形鋼梁および角形鋼管柱の繰返し載荷

下における最大耐力時のエネルギー吸収能力は履歴情報が得られれば評価可能とした。 

さらに，提案したエネルギー吸収能力の回帰予測式を変形し，最大耐力に至るまでの任意半サイクル時に

おける部材の累積損傷を評価するための累積損傷評価指標を構築した。本指標により任意半サイクル時にお

ける塑性吸収エネルギー量と最大耐力時のエネルギー吸収能力の予測を比較することにより，部材の累積損

傷を最大耐力時の値を 1 として段階的に評価することが可能となった。また，提案した累積損傷評価式は，

実験における最大耐力の到達を精度良く評価可能であることを確認した。なお，提案指標は，様々な振幅履

歴を受ける実験データから構築したものであるため，一般的な塑性ヒンジを形成する部材に幅広く適用可能

である。したがって，パルス的な入力となる直下型の地震から多数回の繰返し塑性振幅を経験する海洋型の

地震まで広く適用が可能である。 

本章で提案した累積損傷評価指標により，巨大地震下における鉄骨骨組の各部材の損傷を評価可能とした。

これにより，地震応答後の部材の残存性能（エネルギー吸収能力）は履歴情報が決定すれば定量的に評価す

ることが可能となった。これにより，損傷した鉄骨骨組の修復計画を立案する際に時刻歴応答解析などと併

用することで各部材の残存性能を評価し骨組が限界状態に達しているのかどうかを評価することが可能とな

る。また，各部材の残存性能の評価から補修を施す部位や適用する補修法を検討することができ，修復性を

指向した設計フロー案（1章，図 1.5）における修復の必要性の検討が可能となる。 

 

第 3 章“局部座屈で耐力劣化した鉄骨骨組の補修法と補修後の力学特性と復元力特性”では，これまで研

究報告が限られていた局部座屈で損傷した鉄骨骨組の補修法と補修後性能について，柱や梁部材を対象とし

て実験的に検討することにより，暫定的に決定されていた補修後の性能回復性について力学的な根拠付けを

行った。また，終局限界状態における変形状況や崩壊モードから補修により部材としての最大耐力が上昇す

るメカニズムを明らかにし，補修した鉄骨部材の力学モデルを提案した。提案力学モデルにより，補修後部

材の耐力評価を可能とし，さらに増分解析において補修後部材の弾塑性挙動の再現を試みた。また，骨組の

構造性能は骨組を構成する各部材構造性能に依存する関係性から，補修後部材の力学モデルを拡張して補修

した鉄骨骨組の力学モデルを構築した。これにより，骨組の補修後の構造性能の回復性の評価や弾塑性挙動

のシミュレーションを可能とした。 

本章では，局部座屈により損傷した鉄骨骨組を対象とし，損傷を生じた鉄骨部材（H 形鋼部材，角形鋼管

部材）に対する既出の補修法と補修後性能の関係について実験的に検証した。部材に生じた損傷に対しては
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復旧技術指針を参考に箱形補修（H 形鋼）およびカバープレート補強（角形鋼管）を施し，水平載荷実験に

より補修後性能や挙動について検証を行うことで，補修による部材の性能の回復に力学的な根拠付けを行っ

ている。 

H 形鋼部材試験体については，耐力劣化をともなう局部座屈により損傷した部材を対象に，箱形補修によ

る補修効果を静的載荷実験により検証した。箱形補修では部材端部に生じた局部座屈部に補強プレートを溶

接することで補修後には補修した部位の局部座屈変形が拘束され，この補修部の耐力が上昇することで，部

材としての最大耐力が上昇することを確認した。この最大耐力の上昇は，補修後に局部座屈を生じる部位が

移動することにより生じる。つまり，水平荷重によって部材に生じる三角形応力分布であることと，局部座

屈を生じる部位が補修部よりも作用応力の小さい位置に移動することで，新たに生じる局部座屈の耐力（曲

げモーメント）が元の部材から変化していないものの，部材として負担できる水平荷重が上昇する，したが

って部材のみかけの耐力が上昇することになる。ただし，補修部の耐力の上昇や塑性ヒンジの形成位置の移

動によるみかけの耐力の上昇により，補修後には部材端のフランジが破断して終局限界状態に至るケースも

確認されたため，補修を施す際には耐力を大幅に上昇させないよう検討する必要がある。 

H 形鋼試験体の実験変数としては，部材の幅厚比，スカラップの有無，および補修方法の詳細について若

干の変更を行った。部材の幅厚比の違いについては，補修後の部材の終局限界状態に与える影響は確認され

ず，幅厚比の大小に関わらず補修後は同様の終局限界状態を示した。スカラップの有無について，スカラッ

プは兵庫県南部地震の以前に多く用いられていたスカラップ形状としたため，スカラップを有する試験体は

元の状態では局部座屈の発生とともにスカラップ底を起点とする亀裂が生じた。そこでこれらの試験体つい

ては箱形補修とともに亀裂部を溶接で補修した。その結果，補修後には箱形補修による局部座屈変形を拘束

する効果が確認されたものの，複数の試験体で再度スカラップ底を起点とした亀裂が生じて終局限界状態に

至り，上述の損傷部位の移動による耐力上昇の効果が十分に得られなかった。 

箱形補修に用いる補強プレートによる局部座屈変形の拘束度を検証するための補強プレートの溶接方法や

板厚を実験変数とした検討について，これらの実験変数は補強プレートによる局部座屈変形の拘束度を低下

させた場合の影響を確認するとともに，補修部位の耐力の過度な上昇を抑えることで補修後に生じる損傷制

御し，部材のみかけの耐力上昇率を調節可能かどうかについて検証している。フランジと補強プレートの溶

接方法を断続溶接とし溶接長さを変化させた場合，溶接長さが短い試験体では補修部の局部座屈変形が進行

することで終局限界状態に至り，部材のみかけの耐力の上昇を調整できる可能性を示したものの，しかしな

がら，溶接部の有効長さによっては溶接部自体の耐力が低下し作用する応力に抵抗できずに溶接部の破断が

生じることで十分な補修効果が得られず，溶接部の破断による不安定な挙動を示した。補強プレートの板厚

を通常の箱形補修よりも小さくした場合，補修部の耐力を回復させながらも局部座屈変形を拘束しきらず，

かつ補強プレート自体も塑性変形することで，補修部で再度塑性ヒンジを形成した。これにより，通常の箱

形補修の局部座屈を生じる部位が移動による部材のみかけの耐力上昇とは異なり，補修部位の耐力調節によ

り部材としての耐力の上昇率を調節できる可能性を示した。ただしこの場合は，補強プレートが面外変形を

生じることもあり，補修部位の詳細な耐力評価には課題が残った。 

角形鋼管部材についても，耐力劣化をともなう局部座屈により損傷した部材を対象とし，カバープレート

補強による補修効果を静的載荷実験により検証した。部材端部に生じた局部座屈部にカバープレートを溶接

することにより，箱形補修と同様に補修部の局部座屈変形が拘束され，耐力が上昇することを確認するとと

もに，塑性ヒンジの形成位置が変化することで補修後の部材のみかけの耐力が回復・上昇することを明らか

にした。 
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さらに，部材レベルで明らかにした補修効果や補修後の挙動について，骨組レベルで適用可能か検証する

ため，角形鋼管柱，H 形鋼梁，および柱梁接合部パネルで構成される十字形部分鉄骨骨組を対象とした実験

を行い，補修効果や終局挙動について検討を行った。その結果，部材レベルでの補修効果は骨組レベルでも

保証されるものの，補修後には骨組の耐力の分布が変化することにより他の部材に損傷が移動，集中するこ

とがあり，元の状態の骨組では想定していない崩壊モードが生じる可能性があることを明らかにした。 

これらのことから，部材レベルでの検討課題に加えて，周辺部材との耐力の比や，接合部と部材の耐力の

比など，骨組の耐力の分布を考慮して修復計画を立てる必要があると考えられる。特に，通常の耐震設計で

は梁に塑性ヒンジを形成させる梁崩壊型の設計がされるため，補修による梁の過度な耐力上昇は周辺の部材

との耐力比を変化させることでその後に生じる損傷が周辺部材に移り，元の状態では想定していなかった崩

壊モードが生じる可能性がある。そのため梁を補修する場合，補修後の耐力を調節可能な補修を施すか，他

の部位に補強を施すことで十分な耐力比を確保するのが望ましいと考えられる。 

また，補修後の骨組の耐震性能や挙動について検討するための力学的モデルを構築するため，部材レベル

の実験結果に基づき，それぞれの補修後部材の性能や力学的挙動について考察を行い，力学的モデルを提案

した。さらに，部材レベルの力学的モデルを用いて，弾塑性解析に供する補修後の骨組の力学的モデルを構

築した。これらの力学モデルを用いて，4章以降で骨組の卓越崩壊モードの評価法に関する検証を行った。 

 

第 4 章“補修した鉄骨骨組の終局耐震限界状態と弾塑性挙動”では，3 章で提案した鉄骨部材および鉄骨

骨組の力学的モデルに基づいて，解析に供する骨組のモデルを構築した。構築した骨組の解析モデルにより，

骨組を構成する各部材の耐力分布を評価し，地震応答時の弾塑性挙動および崩壊モードについて解析的に検

証を行った。 

ここでは，損傷した骨組に補修を施すことで生じる影響を定性的に把握するため，簡易な 2層 1 スパン骨

組を例として解析的な検討を行った。まず，補修による骨組の耐力分布の変化が骨組の卓越崩壊モードに与

える影響を検証するため，骨組の塑性崩壊面の変化に着目しその影響を分析した。その結果，補修による耐

力の上昇の効果で骨組の塑性崩壊面が移動し，外力に対する安全領域が広がることを示した。しかし，各崩

壊モードの塑性崩壊面の移動はどの部材を補修するかに依存するため，塑性崩壊面の移動量は崩壊モードご

とに異なる傾向を示し，補修後には元の骨組では想定していない崩壊が生じる可能性があることを確認した。 

さらに，骨組の振動特性に基づきモード復元力空間で塑性崩壊面を表示した場合，地震により骨組に作用

する荷重効果の 1次振動モード成分と 2次振動モード成分の大きさの比率にも影響を受けることを確認した。 

これらの検討により，補修による骨組内の耐力分布の変化が補修後の終局限界状態に与える影響について

定性的に明らかにし，その結果，補修した骨組の塑性崩壊面に基づき，補修後の卓越崩壊モードを評価する

方法を提示した。 

 

第 5 章“被災した鉄骨骨組の補修法と終局耐震限界状態時の卓越崩壊モードの評価法”では，補修した鉄

骨骨組の力学的な評価から骨組の限界状態関数を定義し，近似信頼性解析により補修した骨組の終局限界状

態時の卓越崩壊モードを確率論的に評価する方法を提示した。本章では，4 章で定性的に明らかにした，補

修により部材の剛性や耐力が変化することで補修した骨組全体の終局限界状態に与える影響を検討し，補修

後の終局挙動を検討するための近似信頼性解析による耐震安全性の照査点（設計点）の評価法を提示し，補

修後の卓越崩壊モードについて定量的に評価することを可能とした。 
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第 6 章“近似信頼性解析による被災した鉄骨骨組の修復計画法”では，5 章で提案した近似信頼性解析を

用いた補修後骨組の崩壊モードの評価法により，補修後の終局限界状態時の卓越崩壊モードを評価すること

で修復計画を検討する手法を提示し，その有効性について検討を行った。 

なお，本手法では修復後の骨組の塑性変形能力を直接的に保証しているものではない。目標崩壊機構と塑

性変形能力の関係については，次のような方針で検討を行った。地震により骨組に入力されるエネルギーは

骨組に形成される塑性ヒンジの累積塑性変形により消費されるため，崩壊機構形成時の塑性ヒンジの数が多

いほど，塑性ヒンジの耐力が大きいほど，塑性ヒンジの塑性変形能力が大きいほどエネルギー吸収能力が大

きくなりやすいことがわかる。したがって，全層崩壊モードなどのエネルギー吸収能力が大きい塑性崩壊機

構を保証することを目標とする。 

はじめに，補修後骨組の限界状態関数に影響を与える主たる変数について検討を行った。結果として，柱

と梁の部材耐力比 χや補修・補強による部材耐力上昇率 τ，地震時に作用する荷重効果の 1次振動モード成分

に対する 2 次振動モード成分の比|σr2/σr1|が信頼性指標 β に与える影響を示し，さらに，各崩壊モードの信頼

性指標 βの相対関係から，上記の主たる変数が卓越崩壊モードに与える影響を示した。これらの検討により，

信頼性指標 β から卓越崩壊モードを制御するための手法を提示した。さらに，中低層鉄骨ラーメン骨組を対

象として 3層および 9 層の骨組について補修後の骨組に塑性変形能力に優れる崩壊モードの形成を保証する

ことを目標とした修復計画の立案手法を提示し，検討を行った。 

それぞれの骨組について元の状態と補修後の終局限界状態時の卓越崩壊モードの信頼性指標 β を評価した。

その結果，補修後の骨組の卓越崩壊モードは元の状態の骨組とは卓越崩壊モードが変化する可能性があるも

のの，今回の例題骨組の範囲では，各崩壊モード信頼性指標の相対関係の傾向は，大きく変化しないことを

確認した。これは，一般的な鉄骨骨組の部材，特に梁では，各部材の長さ L に対して補修部の長さの比がそ

れほど大きくならないことに関係しているものと考えられる。つまり，本章で対象としている補修による部

材の耐力上昇が 3 章で提案した力学モデルに基づくものであり，補修部の長さが部材の長さに対して短いこ

とで部材の耐力上昇率が小さくなり，結果として限界状態関数，および卓越崩壊モードに与える影響が小さ

く抑えられることとなる。 

一方で，全層崩壊モードなどの塑性変形能力に優れる崩壊機構の形成を設計目標とする場合について，9

層骨組を一例として，提案手法に基づいて修復計画を再考した。その結果，損傷部位の補修に加えて，その

他の部位も信頼性指標 β に基づいて補強する修復計画とすることで，目標崩壊機構の形成を一定の範囲で保

証することが可能であることを確認した。 

 

以上，各章の検討により，本論文では鉄骨ラーメン骨組の修復性に関連して，既往研究で十分に解明がな

されていなかった，被災した鉄骨骨組の補修の要否判断の一つの目安となる柱・梁部材が耐力劣化域に達し

たかどうか（最大耐力に至ったかどうか）の判定法を提案し、実験結果に基づき解析に供する補修後部材の

力学モデルを構築することで限界状態関数を評価し，卓越崩壊モードに基づいて補修した骨組の構造性の回

復性の評価法を提案した。すなわち本論文の主目的である，修復後の目標性能に基づく修復計画法を提示す

るための，塑性変形能力に優れる塑性崩壊機構を目標崩壊機構とし，骨組の保有水平耐力の回復とともに目

標崩壊機構の形成を保証するための修復計画を検討する方法について整備した。 

本手法により，一般的な耐震設計において必須となる保有水平耐力の確保を信頼性指標の値により検証す

るとともに，崩壊モードごとの信頼性指標の相対的な関係から卓越崩壊モードを保証するための評価が可能

となった。  
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7.2 今後の課題 

 

■累積損傷評価指標に関する今後の課題 

2 章で提示した累積損傷評価指標は，“座屈”により最大耐力が決定する H 形鋼梁と角形鋼管柱について，

最大耐力到達時を限界状態として分析を行い定式化している。そのため，応答中に最大耐力に到達したかど

うかの判定や，最大耐力に至っていない部材の応答後の残存性能（エネルギー吸収能力）を定量的に評価で

きる。一方で，最大耐力以降の領域，つまり耐力劣化域での損傷の評価については適用範囲外である。巨大

地震で損傷した骨組には，3 章で対象としたような耐力劣化した部材も含まれるため，これらの部材の残存

性能を評価することは，修復計画立案時，どのような補修を施すべきかを検討する上で重要になってくると

考えられる。そのため，累積損傷評価指標に基づいて補修の要否，補修方法の選択を行う場合には，累積損

傷評価を耐力劣化域まで拡張し，耐力劣化中の残存性能（特に残存耐力）を評価可能な指標が必要になって

くる。現状の実験データベースでは耐力劣化域に関する情報が不足しているため，今後も実験データを収集

し分析を行っていく必要がある。 

 

■損傷した部材の補修法と補修後性能の関係性に関する今後の課題 

3 章では，補修の対象とする損傷として柱や梁に生じる局部座屈を対象とした。しかし，実際の骨組では

梁母材や柱脚の亀裂・破断，パネルゾーンのせん断座屈など，本論文と異なる損傷が生じる場合がある。こ

れらの損傷については，適用する補修法と補修後の力学的特性が異なる。また，柱や梁に生じる局部座屈を

補修の対象とする場合でも，本論文とは異なる力学的特性となる補修を施した場合には，補修後の構造性能

の回復性や弾塑性挙動が変化するため，これらを含めた修復計画を立案する場合には，別途検証が必要であ

る。 

また，3 章における試験体は 1/2～1/3 程度のスケールの縮小試験体として実験を行った。中低層鉄骨骨組

の実大サイズの部材を対象とする場合，部材断面や材料特性などに関するスケールの影響は小さいものと考

えられる。一方で，本論文と同様の補修を行う際の（補強プレートと部材の）溶接接合部については，被災

した現場での溶接の施工性や精度に加え，溶接のサイズやパス数などについてスケールの影響により発生す

る差異は考慮出来ていないため，今後検討する必要があるものと考えられる。 

さらに，実験は鉄骨部材単体および鉄骨部材のみの組み合わせによる平面骨組を対象としたが，実際の建

物は①直交方向にも部材が存在する立体骨組であることから直交方向の構面から与えられる影響や直交方向

の構面に与える影響などの検討，②梁の上フランジには床スラブが接合されていることから梁の上フランジ

には局部座屈が生じにくいとともに梁に作用する応力が大きくなりやすいことによる影響，③柱梁ラーメン

骨組には耐震要素であるブレース材や制振ダンパーなどが取り付くことがあるためそれらによる影響，につ

いては今後検討を行い，構造性能の回復性や補修後の挙動について明らかにする必要がある。 

 

■骨組の卓越崩壊モードと修復計画立案に関する今後の課題 

4～6章では，補修した骨組の終局限界状態時の卓越崩壊モードを対象とした検討を行い，卓越崩壊モード

の評価に基づく修復計画を立案する手法を提案した。本手法による修復計画立案では，具体的な課題として

以下の点が挙げられる。 

・目標崩壊機構の形成を保証するためには，他の崩壊モードの信頼性指標との相対的な関係はどのように

すべきか（崩壊モードごとの信頼性指標の値のクライテリアの設定） 
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・目標崩壊機構の形成を保証するために，信頼性指標の値が大きくなりすぎることがある（構造性能が過

度に回復し，必要以上の保有水平耐力を確保する可能性） 

・補修した骨組の塑性変形能力，エネルギー吸収能力を評価する方法 

・実際の地震応答時などにおける動的な影響が，卓越崩壊モードの評価精度に与える影響（本提案評価法

は地震時のランダム水平力を等価静的水平力としてモデル化して評価しているため） 

これらの課題について，修復後性能を任意に制御可能な補修工法の開発に向けた検討や，本論文で提案し

た骨組の力学モデルを使用した時刻歴応答解析によって動的な荷重効果が修復後の骨組や構造性能・終局挙

動に与える影響を検証することにより解決していく必要がある。 
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Appendix A 繰返し塑性振幅を受ける鋼部材のデータベース 

 

 

 

A.1 繰返し塑性振幅を受ける H形鋼梁のデータベース 

2 章で検討した繰返し塑性振幅を受ける H 形鋼梁に関する既往実験のデータベースについて，各実験デー

タから格納したデータを表 A-1 に，各試験体の荷重変形関係を図 A-1 に示す。なお，荷重変形関係は縦軸を

M/Mpで，横軸を θ/θpで示している。 

 

 

用語や記号の説明 

試験体 ID データベース上の試験体 ID 

試験体名 既往の文献における試験体名 

試験体形状 
H：断面せい，B：断面の幅， t w：ウェブ板厚， t w：フランジ板厚 

L：せん断スパン 

材料特性 yσ ：降伏強さ， uσ ：引張強度， E：初期ヤング係数 

右添え字 m：最大耐力点 

左添え字 s：骨格曲線， c：累積変形曲線 

pMM  耐力（M：荷重，Mp：軸力を考慮した全塑性モーメント） 

p  変形（θ：回転角，θp：弾性勾配を仮定したときの Mp時の回転角） 

μs  骨格曲線部における累積塑性率 

ηs  骨格曲線部における累積塑性変形倍率 

*  累積変形曲線における各サイクルの塑性率の総和 

μc  累積変形曲線における累積塑性率 

ηc  累積変形曲線における累積塑性変形倍率 

N  半サイクル数 

eN  有効半サイクル数 

γ  変位振幅の偏り 
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表 A-1 繰返し塑性振幅を受ける H 形鋼梁のデータベース（1/3）[A-1] 

 

 

H B t w t f 鋼材種 σ y σ u E M m /M p μ m η m * s η m c η m N em γ m

[-] [-] [mm] [mm] [mm] [mm] [m] [-] [MPa] [MPa] [MPa] [-] [-] [-] [-] [-] [-] [-] [-] [-]

G1WN-I2 300 120 4.5 9.0 1.00 SM490A 399 425 205000 1.15 3.64 12.91 3.62 12.0 6 0.56 Lo.Bu (2)

G1WN-I4 300 120 4.5 9.0 1.00 SM490A 399 425 205000 1.13 4.15 18.72 4.11 16.6 10 0.56 Lo.Bu (2)

G4WN-I2 300 120 4.5 12.0 1.00 SM490A 354 433 205000 1.19 3.30 9.90 3.63 9.5 5 0.66 Lo.Bu (2)

G4WN-I4 300 120 4.5 12.0 1.00 SM490A 354 433 205000 1.18 2.98 15.75 3.32 14.5 9 0.60 Lo.Bu (2)

G5WN-I2 350 120 4.5 9.0 1.00 SM490A 372 377 205000 1.13 2.38 9.13 2.45 8.3 5 0.62 Lo.Bu (2)

G5WN-I4 350 120 4.5 9.0 1.00 SM490A 372 377 205000 1.14 2.43 15.19 2.55 13.8 9 0.59 Lo.Bu (2)

G6WN-I2 250 120 4.5 9.0 1.00 SM490A 380 435 205000 1.22 4.57 19.73 4.95 19.1 7 0.58 Lo.Bu (2)

G6WN-I4 250 120 4.5 9.0 1.00 SM490A 380 435 205000 1.24 2.68 15.46 2.96 14.1 9 0.60 Lo.Bu (2)

AA-2 224 270 5.6 8.9 1.00 SS41 270 445 201684 1.07 1.36 2.77 1.27 2.4 7 0.88 Lo.Bf (3)

AA-3 223 270 5.7 8.9 1.00 SS41 270 445 201684 1.08 1.43 1.87 1.32 1.7 4 1.00 Lo.Bf (3)

AA-4 224 270 5.8 8.9 1.00 SS41 270 445 201684 1.08 2.04 4.38 1.99 3.9 3 0.72 Lo.Bf (2)

AA-5 223 270 5.8 8.8 1.00 SS41 270 445 201684 1.07 1.41 1.41 1.31 1.31 1 1.00 Lo.Bf (2)

A-2 224 288 8.8 12.0 1.00 SS41 262 458 203448 1.22 5.51 36.06 5.97 29.2 42 0.82 Lo.Bu (3)

A-3 224 288 8.9 12.1 1.00 SS41 262 458 203448 1.19 4.05 5.11 4.28 6.4 14 1.00 Lo.Bu (3)

A-4 224 288 8.9 11.9 1.00 SS41 257 438 203448 1.17 7.58 23.42 8.25 22.7 7 0.63 Lo.Bu (2)

A-5 225 288 8.9 11.9 1.00 SS41 257 438 203448 1.21 8.02 17.58 8.72 18.0 3 0.60 Lo.Bu (2)

B-2 223 241 8.8 11.9 1.00 SS41 262 458 203448 1.26 6.90 35.20 7.64 29.9 43 0.82 Lo.Bu (3)

B-3 224 240 9.1 12.1 1.00 SS41 262 458 203448 1.26 6.31 10.37 7.23 12.2 18 1.00 Lo.Bu (3)

B-4 225 240 8.9 12.0 1.00 SS41 257 438 203448 1.29 7.37 25.35 8.15 25.6 7 0.62 Lo.Bu (2)

B-5 224 240 8.8 11.9 1.00 SS41 257 438 203448 1.32 8.63 48.75 10.22 53.0 9 0.55 Lo.Bu (2)

C-2 225 192 9.1 11.9 1.00 SS41 262 458 203448 1.31 7.49 35.38 8.34 30.2 35 0.87 Lo.Bu (3)

C-3 224 191 8.8 11.7 1.00 SS41 262 458 203448 1.34 7.56 12.45 8.51 15.5 20 1.00 Lo.Bu (3)

C-4 224 192 8.7 12.0 1.00 SS41 257 438 203448 1.39 10.10 57.60 12.25 63.4 11 0.58 Lo.Bu (2)

C-5 225 192 8.9 11.9 1.00 SS41 257 438 203448 1.43 13.74 58.54 17.09 66.5 9 0.56 Lo.Bu (2)

A1I 400 200 9.0 12.0 2.50 HT590 478 632 205604 1.30 4.19 24.06 4.63 22.5 7 0.57 Lo.Bf (2)

A1C 400 200 9.0 12.0 2.50 HT590 478 632 205604 1.24 2.32 6.34 2.28 5.9 3 0.62 Lo.Bf (1)

A2I 300 150 9.0 12.0 1.88 HT590 478 632 205604 1.35 4.42 19.28 5.03 17.8 6 0.59 Lo.Bf (2)

A2C 300 150 9.0 12.0 1.88 HT590 478 632 205604 1.37 6.67 9.77 6.80 10.4 2 0.66 Lo.Bf (1)

A2C' 300 150 9.0 12.0 1.88 HT590 478 632 205604 1.45 5.83 16.29 6.35 17.1 4 0.57 Lo.Bf (1)

B1I 400 200 9.0 12.0 2.50 HT590 554 633 207074 1.22 3.28 8.69 3.19 8.3 4 0.58 Lo.Bf (2)

B1C 400 200 9.0 12.0 2.50 HT590 554 633 207074 1.31 1.48 4.90 1.92 5.3 3 0.61 Lo.Bf (1)

B2I 300 150 9.0 12.0 1.88 HT590 554 633 207074 1.27 6.91 22.68 8.00 23.4 6 0.58 Lo.Bf (2)

B2C 300 150 9.0 12.0 1.88 HT590 554 633 207074 1.39 5.48 8.28 6.50 9.7 2 0.67 Lo.Bf (1)

DG-130-4 200 100 5.5 8.0 1.30 SS41 274 448 205000 1.23 1.06 30.74 1.10 28.2 21 0.52 La.B,LoBu (2)

DG-130-16 200 100 5.5 8.0 1.30 SS41 265 444 205000 1.24 2.46 73.26 2.28 67.7 32 0.52 La.B,LoBu (2)

DG-130-17 200 100 5.5 8.0 1.30 SS41 265 444 205000 1.20 2.81 32.64 2.96 28.2 32 0.61 La.B,LoBu (3)

DG-130-18 200 100 5.5 8.0 1.30 SS41 265 444 205000 1.19 2.03 17.58 2.13 13.0 33 0.98 La.B,LoBu (3)

DG-130-19 200 100 5.5 8.0 1.30 SS41 265 444 205000 1.28 4.55 56.08 4.67 52.4 22 0.53 La.B,LoBu -

DG-130-20 200 100 5.5 8.0 1.30 SS41 265 444 205000 1.23 1.91 31.01 1.91 28.1 21 0.57 La.B,LoBu (2)

DGC-120-2 100 100 6.0 8.0 1.20 SS41 282 445 205000 1.41 3.45 209.18 4.44 228.2 64 0.51 La.B,LoBu -

DGH-130-2 200 100 5.5 8.0 1.30 SM50 437 579 205000 1.19 0.80 18.21 0.84 15.9 40 0.53 La.B,LoBu (2)

S-4.5-12 300 100 4.5 12.0 1.20 SM490A 362 533 205408 1.54 8.21 44.42 11.57 53.0 10 0.57 Lo.Bw (2)

NS-9-9 300 100 9.0 9.0 1.20 SM490A 384 546 207074 1.46 6.75 42.96 9.16 49.2 10 0.53 Lo.Bf (2)

S-6-6 300 100 6.0 6.0 1.20 SM490A 387 540 208642 1.43 1.85 20.29 2.73 22.8 9 0.53 Lo.Bf (2)

RS 500 253 12.0 22.0 1.80 SM490A 363 519 205000 1.53 10.64 154.83 14.99 183.4 55 0.57 Lo.Bf (2)

RNS 500 253 12.0 22.0 1.80 SM490A 363 519 205000 1.52 10.48 159.53 14.45 173.8 55 0.54 Lo.Bf (2)

RNS-D 500 253 12.0 22.0 1.80 SM490A 363 519 205000 1.45 12.23 164.19 15.88 169.2 55 0.54 Lo.Bf (2)

NS-1 500 200 16.0 25.0 1.80 SM490A 343 530 205000 1.59 20.17 198.40 28.81 216.5 54 0.56 Lo.Bf (2)

NS-1D 500 200 16.0 25.0 1.80 SM490A 343 530 205000 1.71 23.72 197.17 35.86 215.7 54 0.58 Lo.Bf (2)

T2-NS1 500 200 16.0 25.0 1.80 SM490A 345 547 205000 1.73 18.84 179.42 29.40 207.4 54 0.57 Lo.Bf (2)

T2-NS2 500 200 16.0 25.0 1.80 SM490A 345 547 205000 1.68 17.62 175.43 26.70 201.1 54 0.56 Lo.Bf (2)

T2-NS3 500 200 16.0 25.0 1.80 SM490A 345 547 205000 1.64 18.35 177.56 27.42 199.4 54 0.56 Lo.Bf (2)

TC-NS1 500 200 16.0 25.0 1.80 SM490A 345 547 205000 1.71 19.11 184.22 29.26 207.4 54 0.56 Lo.Bf (2)

25 NS-3 500 200 16.0 25.0 1.80 SM490A 343 530 205000 1.63 20.05 190.32 29.04 203.1 54 0.56 Lo.Bf (2)

P21-HD 500 200 10.0 16.0 3.15 SN490B 354 527 205000 1.30 4.78 19.95 5.60 19.6 6 0.56 Lo.Bu (2)

P21-VS 500 200 10.0 16.0 3.15 SN490B 354 527 205000 1.27 4.79 21.54 5.33 21.0 7 0.55 Lo.Bu (2)

P21-HD-S 500 200 10.0 16.0 3.15 SN490B 354 527 205000 1.27 4.72 22.91 5.22 22.4 7 0.55 Lo.Bu (2)

R25-VS 500 200 10.0 16.0 3.15 SM490A 407 549 205000 1.15 3.50 16.67 3.65 15.8 6 0.58 Lo.Bu (2)

OB 250 125 6.0 9.0 1.50 不明 313 - 205000 1.43 9.72 41.84 12.47 48.5 10 0.56 Lo.Bf (2)

HB-N 250 125 6.0 9.0 1.50 不明 313 - 205000 1.51 6.05 31.51 8.56 38.7 9 0.58 Lo.Bf (2)

HB-R 250 125 6.0 9.0 1.50 不明 313 - 205000 1.61 8.60 40.78 12.65 53.3 10 0.55 Lo.Bf (2)

HB-SC 250 125 6.0 9.0 1.50 不明 313 - 205000 1.63 6.58 38.19 9.91 50.9 10 0.53 Lo.Bf (2)

28 C 500 200 10.0 16.0 2.40 SS400 277 450 211200 1.34 7.63 60.59 8.95 62.3 13 0.55 Lo.Bf (2)

29 SCB4 500 250 9.0 19.0 2.17 SM490A 426 544 205000 1.23 4.08 83.81 4.11 73.6 52 0.52 Lo.Bf (2)

30 BI22-N 434 200 10.0 15.0 1.20 SS400 277 470 205000 1.42 7.23 72.73 8.55 79.8 13 0.53 Lo.Bf (1)

26

27

23

24

19

20

21

22
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被災した鉄骨骨組の補修工法及び補修後の限界状態関数と卓越崩壊モードの評価法に関する研究 
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表 A-1 繰返し塑性振幅を受ける H 形鋼梁のデータベース（2/3）[A-1]  

 

H B t w t f 鋼材種 σ y σ u E M m /M p μ m η m * s η m c η m N em γ m

[-] [-] [mm] [mm] [mm] [mm] [m] [-] [MPa] [MPa] [MPa] [-] [-] [-] [-] [-] [-] [-] [-] [-]

31 T10-NN04 450 200 9.0 12.0 2.00 SS400 305 457 205000 1.37 1.63 18.62 1.99 19.4 13 0.56 Lo.Bu (2)

BT22-MBRT 434 200 10.0 15.0 1.20 SS400 305 449 205000 1.13 7.82 78.27 7.50 68.6 13 0.54 Lo.Bf (1)

BT22-MS 434 200 10.0 15.0 1.20 SS400 305 449 205000 1.28 10.07 79.35 10.95 75.9 13 0.55 Lo.Bf (1)

33 H-I 506 201 11.0 19.0 1.80 SM490A 357 548 205000 1.36 4.89 42.47 6.14 46.9 11 0.54 Lo.Bf (2)

B-1・D 300 130 6.0 12.0 1.20 不明 358 535 205000 1.52 8.50 40.60 11.17 47.7 7 0.58 Lo.Bf (2)

B-2 300 130 6.0 12.0 1.20 不明 358 535 205000 1.46 9.32 42.65 11.88 47.9 7 0.59 Lo.Bf (2)

B-3 300 130 6.0 12.0 1.20 不明 358 535 205000 1.45 8.97 42.96 11.50 48.6 7 0.59 Lo.Bf (2)

B-4 300 130 6.0 12.0 1.20 不明 358 535 205000 1.48 9.30 41.16 12.06 47.9 7 0.59 Lo.Bf (2)

B4-SN-T 400 200 8.0 13.0 2.97 SM490A 375 532 205000 1.33 3.80 31.67 4.42 32.2 14 0.54 Lo.Bf (2)

B4-NS-C 400 200 8.0 13.0 2.97 SM490A 375 532 205000 1.31 3.41 39.64 3.63 38.1 16 0.52 Lo.Bf (2)

B4-NS-T 400 200 8.0 13.0 2.97 SM490A 375 532 205000 1.28 1.86 28.94 2.14 28.2 13 0.54 Lo.Bf (2)

36 NBHF 500 250 9.0 19.0 2.17 SM490A 325 533 205000 1.39 4.57 89.23 4.91 82.5 52 0.52 Lo.Bu (2)

37 NCBRM 488 300 11.0 18.0 2.15 SM490A 387 532 205000 1.53 5.83 64.52 7.63 73.1 17 0.55 Lo.Bu (2)

T1 600 300 12.0 25.0 3.85 SM490A 402 559 205000 1.26 6.82 39.66 7.48 39.7 10 0.55 Lo.Bf (2)

T2 600 300 12.0 25.0 3.85 SM490A 402 559 205000 1.25 4.16 14.70 4.51 14.3 6 0.58 Lo.Bf (2)

S-3 248 124 5.0 8.0 2.15 SM490 345 522 205000 1.11 4.26 21.58 4.18 19.2 7 0.54 Lo.Bf (1)

A-3 248 124 5.0 8.0 2.15 SM490 345 522 205000 1.09 3.03 14.71 2.91 12.5 5 0.57 Lo.Bf (1)

NS-3 248 124 5.0 8.0 2.15 SM490 345 522 205000 1.09 4.59 18.30 3.95 14.8 6 0.59 Lo.Bf (1)

S-4 248 124 5.0 8.0 2.15 SM490 345 522 205000 1.23 6.11 18.11 6.19 17.8 4 0.58 Lo.Bf (1)

NS-4 248 124 5.0 8.0 2.15 SM490 345 522 205000 1.27 5.37 23.49 6.08 23.5 5 0.57 Lo.Bf (1)

SS400-C 250 125 6.0 9.0 0.25 SS400 314 442 205000 0.92 40.88 - 31.56 - - - Lo.Bw (2)

SM570Q-C 250 125 6.0 9.0 0.25 SM570 577 671 205000 0.67 10.51 - 6.04 - - - Lo.Bw (2)

41 SS400-C-4 250 125 6.0 9.0 0.50 SS400 314 442 205000 1.44 31.26 - 36.77 - - - Lo.Bw (2)

SMA-2 218 216 6.1 9.1 1.00 SM58 536 638 219520 1.05 1.56 1.56 1.27 1.27 1 1.00 Lo.Bf (3)

SMA-3 217 216 6.2 8.9 1.00 SM58 536 638 219520 1.08 1.55 1.55 1.24 1.24 1 1.00 Lo.Bf (2)

SMB-2 218 162 6.2 9.2 1.00 SM58 536 638 219520 1.08 2.44 3.58 2.21 3.0 3 0.93 Lo.Bf (3)

SMB-3 223 162 6.2 9.2 1.00 SM58 536 638 219520 1.07 2.83 8.06 2.51 6.9 3 0.64 Lo.Bf (2)

SMC-2 218 108 6.2 9.2 1.00 SM58 536 638 219520 1.09 2.00 5.94 1.88 5.0 7 0.86 Lo.Bf (3)

SMC-3 218 108 6.0 9.2 1.00 SM58 536 638 219520 1.14 2.98 14.90 2.88 13.7 5 0.60 Lo.Bf (2)

A-130-1 200 100 5.5 8.0 1.33 SS41 305 - 205000 1.23 3.62 49.19 3.80 45.7 22 0.51 La.B (2)

A-130-0.5 200 100 5.5 8.0 1.33 SS41 305 - 205000 1.28 5.33 105.66 6.04 105.7 33 0.54 La.B (2)

A-130-0 200 100 5.5 8.0 1.33 SS41 305 - 205000 1.30 5.39 100.25 6.14 99.3 36 0.57 La.B (3)

G1-2 220 80 6.0 9.0 0.90 HT60 476 639 205000 1.19 1.73 30.36 1.55 26.1 19 0.53 La.B (2)

G2-2 220 80 6.0 9.0 1.10 HT60 485 635 205000 1.18 1.67 24.31 1.62 19.5 19 0.53 La.B (2)

G3-2 220 80 6.0 9.0 1.30 HT60 485 635 205000 1.09 1.60 2.39 1.29 2.0 2 0.65 La.B (2)

45 S800-S2 800 200 16.0 25.0 4.00 SM50A 357 537 205000 1.50 5.86 23.80 7.55 26.1 7 0.57 Lo.Bu (2)

W39-HD 500 200 10.0 16.0 3.18 SS400 297 421 205000 1.21 8.60 24.01 9.38 23.6 7 0.61 Lo.Bu (2)

W39-VS 500 200 10.0 16.0 3.18 SS400 297 421 205000 1.27 7.24 23.35 8.24 23.6 6 0.58 Lo.Bu (2)

W29-HD 500 200 10.0 16.0 3.18 SS400 297 421 205000 1.27 7.48 23.75 8.24 23.6 6 0.57 Lo.Bu (2)

W29-VS 500 200 10.0 16.0 3.18 SS400 297 421 205000 1.37 6.71 25.80 7.85 26.5 6 0.57 Lo.Bu (2)

B29-HD 500 200 10.0 16.0 3.18 SN400B 287 437 205000 1.33 11.19 35.71 13.43 37.6 7 0.63 Lo.Bu (2)

B29-VS 500 200 10.0 16.0 3.18 SN400B 287 437 205000 1.37 6.71 25.80 7.85 26.5 6 0.57 Lo.Bu (2)

W22-N 500 200 10.0 16.0 3.18 SN400B 287 437 205000 1.23 10.84 - 10.41 - - - Lo.Bu (2)

W22-HD-R 500 200 10.0 16.0 3.18 SS400 297 421 205000 1.24 4.80 7.22 4.96 7.4 2 0.67 Lo.Bu (1)

W22-VS-R 500 200 10.0 16.0 3.18 SS400 297 421 205000 1.23 4.78 7.67 4.85 7.6 2 0.65 Lo.Bu (1)

B22-VS-R 500 200 10.0 16.0 3.18 SN400B 287 437 205000 1.30 7.80 15.81 9.06 16.6 3 0.70 Lo.Bu (1)

F41-70-4* 331 150 4.6 8.6 1.26 SS41 272 - 205000 1.29 1.88 28.11 2.12 27.7 22 0.52 Lo.Bf (2)

F41-70-2(12)* 339 151 4.4 12.2 0.63 SS41 293 - 205000 1.06 0.64 6.77 0.57 5.4 11 0.55 Lo.Bw (2)

F41-50-6.7 240 151 4.5 9.0 1.50 SS41 282 - 205000 1.25 2.04 14.76 2.34 14.1 10 0.56 Lo.Bf (2)

F41-50-6.7(12) 250 150 4.5 12.0 1.49 SS41 309 - 205000 1.28 2.00 42.03 2.39 43.4 17 0.53 Lo.Bf (2)

F50-50-6.7 244 150 4.4 8.7 1.50 SM50 368 - 205000 1.30 2.09 15.44 2.45 14.7 10 0.57 Lo.Bu (2)

F58-50-6.7 244 150 4.4 8.8 1.50 SM58 547 - 205000 1.08 1.68 5.29 1.67 4.6 10 0.59 Lo.Bw (2)

A-1-2 270 109 4.2 5.6 1.20 SS41 304 450 206780 1.16 1.78 1.78 1.89 1.89 1 1.00 Lo.Bf (1)

A-3-2 360 108 4.2 5.6 1.70 SS41 304 450 206780 1.13 0.97 0.97 0.92 0.92 1 1.00 Lo.Bf (1)

A-5-2 449 108 4.2 5.6 2.20 SS41 304 450 206780 1.02 0.63 0.63 0.56 0.56 1 1.00 Lo.Bf (1)

B-1-2 270 145 4.2 5.6 1.50 SS41 304 450 206780 1.08 1.34 1.34 1.29 1.29 1 1.00 Lo.Bf (1)

B-3-2 360 144 4.2 5.6 2.05 SS41 304 450 206780 1.09 0.87 0.87 0.82 0.82 1 1.00 Lo.Bf (1)

B-5-2 451 144 4.2 5.6 2.65 SS41 304 450 206780 1.01 0.82 0.82 0.75 0.75 1 1.00 Lo.Bf (1)

C-1-2 271 180 4.2 5.6 1.65 SS41 304 450 206780 1.07 0.57 0.57 0.54 0.54 1 1.00 Lo.Bf (1)

C-3-2 360 179 4.2 5.6 2.30 SS41 304 450 206780 0.95 0.83 0.83 0.74 0.74 1 1.00 Lo.Bf (1)

C-5-2 450 180 4.2 5.6 2.95 SS41 304 450 206780 0.91 0.52 0.52 0.42 0.42 1 1.00 Lo.Bf (1)

No.1 478 150 9.0 14.0 1.68 SM490A 325 511 205000 1.41 5.19 30.54 6.20 32.7 8 0.54 Lo.Bf (2)

No.4 478 150 6.0 14.0 1.68 SM490A 325 511 205000 1.27 3.03 24.05 3.56 25.0 8 0.55 Lo.Bf (2)

No.5 478 150 6.0 14.0 1.68 SM490A 325 511 205000 1.36 4.42 27.86 5.35 29.7 8 0.55 Lo.Bf (2)

No.7 478 150 6.0 14.0 1.68 SM490A 325 511 205000 1.53 7.81 60.40 10.99 72.7 11 0.55 Lo.Bw (2)

No.9 478 150 6.0 14.0 1.68 SM490A 325 511 205000 1.53 7.18 61.73 10.19 74.9 11 0.56 Lo.Bw (2)

51 No.2 478 150 6.0 14.0 1.66 SM50A 355 537 205000 1.22 3.70 12.67 4.18 12.1 5 0.61 Lo.Bw (2)
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Appendix A 繰返し塑性振幅を受ける鋼部材のデータベース 
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表 A-1 繰返し塑性振幅を受ける H 形鋼梁のデータベース（3/3）[A-1]  

 

 

  

H B t w t f 鋼材種 σ y σ u E M m /M p μ m η m * s η m c η m N em γ m

[-] [-] [mm] [mm] [mm] [mm] [m] [-] [MPa] [MPa] [MPa] [-] [-] [-] [-] [-] [-] [-] [-] [-]

FD-40-2 475 175 6.0 19.0 3.30 SM50A 358 526 205000 1.34 5.07 33.26 6.17 34.2 9 0.57 Lo.Bw (2)

FD-40-2-H 475 175 6.0 19.0 3.30 SM50A 358 526 205000 1.48 4.93 26.39 6.77 29.3 7 0.59 Lo.Bw (2)

H31_5.2 300 125 9.0 12.0 1.20 H-SA700 784 840 208000 1.19 1.53 11.02 1.59 9.8 7 0.59 Lo.Bu (2)

H46_5.2 300 125 6.0 12.0 1.20 H-SA700 784 840 208000 1.17 1.08 10.61 1.13 10.1 7 0.59 Lo.Bu (2)

H47_8.3 300 150 6.0 9.0 1.20 H-SA700 788 849 198000 1.19 0.80 1.16 0.76 1.4 3 0.61 Lo.Bf (2)

M35_5.5 350 175 9.0 16.0 1.40 SM490 340 510 210000 1.41 5.36 135.51 6.88 149.6 31 0.51 Lo.Bu (2)

M36_7.3 350 175 9.0 12.0 1.40 SM490 349 490 208000 1.29 4.90 58.10 5.64 57.7 20 0.53 Lo.Bu (2)

M37_9.7 350 175 9.0 9.0 1.40 SM490 390 542 209000 1.21 2.41 34.54 2.69 32.4 14 0.52 Lo.Bu (2)

M54_7.3 350 175 6.0 12.0 1.40 SM490 349 490 208000 1.21 3.12 32.32 3.40 29.6 14 0.54 Lo.Bu (2)

M55_9.7 350 175 6.0 9.0 1.40 SM490 390 542 209000 1.17 1.67 11.32 1.82 9.8 7 0.58 Lo.Bu (2)

No.1 190 72 2.3 9.0 1.20 不明 272 421 209000 1.26 3.59 35.05 3.95 33.8 14 0.56 Lo.Bw (2)

No.2 190 72 2.3 9.0 2.00 不明 272 421 209000 1.26 1.92 26.35 2.26 26.1 13 0.54 La.B,Lo.Bw (2)

No.3 190 72 3.2 6.0 1.20 不明 292 428 205000 1.27 3.97 37.43 4.54 35.7 14 0.58 Lo.Bf (2)

No.4 190 72 3.2 6.0 2.00 不明 292 428 205000 1.29 1.79 11.35 2.19 11.3 7 0.59 La.B (2)

No.5 190 80 4.5 9.0 2.00 不明 272 421 209000 1.32 3.54 31.24 4.29 32.0 15 0.55 La.B (2)

No.6 190 90 2.3 9.0 2.00 不明 272 421 209000 1.26 2.14 25.05 2.52 25.1 11 0.57 La.B,Lo.Bw (2)

No.7 190 120 4.5 9.0 2.00 不明 272 421 209000 1.36 4.39 54.35 5.51 58.1 17 0.55 La.B,Lo.Bf (2)

No.8 240 90 2.3 9.0 2.00 不明 272 421 209000 1.23 2.47 16.93 2.86 16.6 9 0.58 La.B,Lo.Bw (2)

No.9 240 90 4.5 6.0 2.00 不明 292 428 205000 1.27 1.95 10.86 2.26 10.8 7 0.59 La.B,Lo.Bf (2)
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試験体名 ID 試験体名 ID 試験体名 ID 試験体名 ID 

AA-2 1 P21-HD 47 S800-S2 93 M36_7.3 139 

AA-3 2 P21-VS 48 W39-HD 94 M37_9.7 140 

AA-4 3 P21-HD-S 49 W39-VS 95 M54_7.3 141 

AA-5 4 R25-VS 50 W29-HD 96 M55_9.7 142 

A-2 5 OB 51 W29-VS 97 No.1 143 

A-3 6 HB-N 52 B29-HD 98 No.2 144 

A-4 7 HB-R 53 B29-VS 99 No.3 145 

A-5 8 HB-SC 54 W22-N 100 No.4 146 

B-2 9 C 55 W22-HD-R 101 No.5 147 

B-3 10 SCB4 56 W22-VS-R 102 No.6 148 

B-4 11 BI22-N 57 B22-VS-R 103 No.7 149 

B-5 12 T10-NN04 58 F41-70-4* 104 No.8 150 

C-2 13 BT22-MBRT 59 F41-70-2(12)* 105 No.9 151 

C-3 14 BT22-MS 60 F41-50-6.7 106   

C-4 15 H-I 61 F41-50-6.7(12) 107   

C-5 16 B-1・D 62 F50-50-6.7 108   

A1I 17 B-2 63 F58-50-6.7 109   

A1C 18 B-3 64 A-1-2 110   

A2I 19 B-4 65 A-3-2 111   

A2C 20 B4-SN-T 66 A-5-2 112   

A2C' 21 B4-NS-C 67 B-1-2 113   

B1I 22 B4-NS-T 68 B-3-2 114   

B1C 23 NBHF 69 B-5-2 115   

B2I 24 NCBRM 70 C-1-2 116   

B2C 25 T1 71 C-3-2 117   

DG-130-4 26 T2 72 C-5-2 118   

DG-130-16 27 S-3 73 G1WN-I2 119   

DG-130-17 28 A-3 74 G1WN-I4 120   

DG-130-18 29 NS-3 75 G4WN-I2 121   

DG-130-19 30 S-4 76 G4WN-I4 122   

DG-130-20 31 NS-4 77 G5WN-I2 123   

DGC-120-2 32 SS400-C 78 G5WN-I4 124   

DGH-130-2 33 SM570Q-C 79 G6WN-I2 125   

S-4.5-12 34 SS400-C-4 80 G6WN-I4 126   

NS-9-9 35 SMA-2 81 No.1 127   

S-6-6 36 SMA-3 82 No.4 128   

RS 37 SMB-2 83 No.5 129   

RNS 38 SMB-3 84 No.7 130   

RNS-D 39 SMC-2 85 No.9 131   

NS-1 40 SMC-3 86 No.2 132   

NS-1D 41 A-130-1 87 FD-40-2 133   

T2-NS1 42 A-130-0.5 88 FD-40-2-H 134   

T2-NS2 43 A-130-0 89 H31_5.2 135   

T2-NS3 44 G1-2 90 H46_5.2 136 

※ID=78,79,80 の図はな

い 

TC-NS1 45 G2-2 91 H47_8.3 137 

NS-3 46 G3-2 92 M35_5.5 138 
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図 A-1  H 形鋼梁の荷重変形関係[A-1] 
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A.2 繰返し塑性振幅を受ける角形鋼管柱のデータベース 

2 章で検討した繰返し塑性振幅を受ける角形鋼管柱の既往実験のデータベースについて，各実験データか

ら格納したデータを表 A-2 に，各試験体の荷重変形関係を図 A-2 に示す。なお，荷重変形関係は縦軸を M/Mpc

で，横軸を θ/θpcで示している。 

 

 

用語や記号の説明 

試験体 ID データベース上の試験体 ID 

試験体名 既往の文献における試験体名 

試験体形状 B ：断面の幅， t ：板厚， L：せん断スパン 

加工方法 各試験体の製造工程・製造方法，(1) 冷間成形，(2) 溶接組立 

材料特性 yσ ：降伏強さ， uσ ：引張強度， E：初期ヤング係数 

一般化細長比 x  y

x

x ε
i

L

π
λ

1
= （ y ：降伏歪） 

一般化幅厚比 β  yεtbβ =  

軸力比 yNN （ yN ：降伏軸力， N ：作用軸力） 

幅厚比区分 部材ランクと LSD 指針による板要素の幅厚比区分 

右添え字 m：最大耐力点 

左添え字 s：骨格曲線， c：累積変形曲線 

pcMM  耐力（M ：荷重， pcM ：軸力を考慮した全塑性モーメント） 

pcθθ  変形（ θ：回転角， pcθ ：弾性勾配を仮定したときの pcM 時の回転角） 

μs  骨格曲線部における累積塑性率 

ηs  骨格曲線部における累積塑性変形倍率 

*  累積変形曲線における各サイクルの塑性率の総和 

μc  累積変形曲線における累積塑性率 

ηc  累積変形曲線における累積塑性変形倍率 

N  半サイクル数 

eN  有効半サイクル数 

γ  変位振幅の偏り 
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表 A-2 繰返し塑性振幅を受ける角形鋼管柱のデータベース[A-2] 

 

 

 

B t 鋼材種 加工方法 σ y σ max E M m /M pc s μ m η* s η m c η m γ m N em

[-] [-] [mm] [mm] [mm] [-] [-] [Mpa] [Mpa] [Gpa] [-] [-] [-] [-] [-] [-] [-] [-] [-] [-] [-]

253c 150 6.00 750 STKR400 (1) 456 516 205 0.30 (1) (2) P-Ⅰ-2 1.07 1.66 9.76 1.29 7.29 0.59 11

331c 150 4.50 750 STKR400 (1) 440 502 205 0.10 (1) (2) P-Ⅱ 1.00 1.60 7.26 1.13 4.30 0.58 10

333c 150 4.50 750 STKR400 (1) 440 502 205 0.30 (1) (2) P-Ⅱ 0.96 1.26 3.69 0.77 1.79 0.64 10

335c 150 4.50 750 STKR400 (1) 440 502 205 0.45 (1) (2) P-Ⅱ 0.98 1.38 5.60 0.92 3.24 0.51 10

C1-2 50 3.20 257 SS400 (2) 360 413 205 0.30 (1) (2) P-Ⅰ-1 1.36 11.83 29.42 14.06 33.03 0.60 6

C1-3 50 3.20 257 SS400 (2) 360 413 205 0.30 (1) (6) P-Ⅰ-1 1.51 16.45 37.51 22.24 46.37 0.61 5

C1-5 50 3.20 257 SS400 (2) 360 413 205 0.30 (1) (2) P-Ⅰ-1 1.37 14.84 35.23 18.80 41.88 0.56 4

C1-8 50 3.20 257 SS400 (2) 360 413 205 0.30 (1) (6) P-Ⅰ-1 1.40 12.56 29.53 15.29 36.92 0.59 2

C1-9 50 3.20 257 SS400 (2) 360 413 205 0.30 (1) (1) P-Ⅰ-1 1.42 8.24 17.85 10.11 21.27 0.55 3

C1-10 50 3.20 257 SS400 (2) 360 413 205 0.30 (1) (1) P-Ⅰ-1 1.69 9.97 25.68 14.36 34.04 0.60 3

C2-2 50 2.30 257 SS400 (2) 379 379 205 0.15 (1) (2) P-Ⅰ-1 0.98 3.88 11.91 2.96 9.47 0.58 3

C2-3 50 2.30 257 SS400 (2) 379 379 205 0.15 (1) (6) P-Ⅰ-1 0.98 1.69 6.50 1.44 5.52 0.60 3

C2-5 50 2.30 257 SS400 (2) 379 379 205 0.15 (1) (5) P-Ⅰ-1 1.01 2.33 10.34 2.11 9.13 0.60 3

C2-6 50 2.30 257 SS400 (2) 379 379 205 0.15 (1) (6) P-Ⅰ-1 1.06 3.36 5.07 2.98 4.59 0.65 2

C2-7 50 2.30 257 SS400 (2) 379 379 205 0.15 (1) (4) P-Ⅰ-1 0.98 4.49 13.01 3.67 11.80 0.59 2

22S0510 100 4.50 1000 STKR400 (1) 332 403 205 0.05 (1) (1) P-Ⅰ-1 1.22 4.89 4.89 4.65 4.65 1.00 1

22S1010 100 4.50 1000 STKR400 (1) 332 403 205 0.10 (1) (1) P-Ⅰ-1 1.21 3.32 3.32 3.10 3.10 1.00 1

22S1510 100 4.50 1000 STKR400 (1) 332 403 205 0.15 (1) (1) P-Ⅰ-1 1.23 2.90 2.90 2.76 2.76 1.00 1

22S2010 100 4.50 1000 STKR400 (1) 332 403 205 0.20 (1) (1) P-Ⅰ-1 1.20 3.01 3.01 2.61 2.61 1.00 1

22S0513 100 4.50 1000 STKR400 (1) 332 - 196 0.05 (1) (1) P-Ⅰ-1 1.11 7.20 10.50 6.49 9.82 0.66 2

22S1013 100 4.50 1000 STKR400 (1) 332 - 196 0.10 (1) (1) P-Ⅰ-1 1.16 4.20 4.20 3.86 3.86 1.00 1

22S1513 100 4.50 1000 STKR400 (1) 443 - 206 0.15 (1) (1) P-Ⅰ-1 1.04 3.12 3.12 2.64 2.64 1.00 1

22S2013 100 4.50 1000 STKR400 (1) 443 - 206 0.20 (1) (1) P-Ⅰ-1 1.08 3.87 6.82 3.05 5.98 0.51 2

31S0510 100 3.20 1000 STKR400 (1) 399 - 201 0.05 (1) (1) P-Ⅱ 0.96 1.38 1.38 0.89 0.89 1.00 1

31S1010 100 3.20 1000 STKR400 (1) 399 - 201 0.10 (1) (1) P-Ⅱ 0.92 1.42 1.42 0.94 0.94 1.00 1

31S1510 100 3.20 1000 STKR400 (1) 399 - 201 0.15 (1) (1) P-Ⅱ 0.99 1.62 2.39 1.05 1.70 0.62 2

31S2010 100 3.20 1000 STKR400 (1) 324 - 171 0.20 (1) (1) P-Ⅱ 1.08 2.10 3.08 1.67 2.54 0.66 2

0°漸増試験体 300 9.00 1468 BCR295 (1) 330 426 205 0.14 (1) (2) P-Ⅱ 1.14 1.98 7.68 1.86 7.30 0.54 6

0°漸減試験体 300 9.00 1468 BCR295 (1) 330 426 205 0.14 (1) (3) P-Ⅱ 1.15 1.86 1.86 1.93 1.93 1.00 1

0°試験体 300 9.00 1468 BCR295 (1) 330 426 205 0.15 (1) (2) P-Ⅱ 1.21 1.88 3.21 1.68 2.69 0.77 3

30°試験体 300 9.00 1468 BCR295 (1) 330 426 205 0.14 (1) (2) P-Ⅱ 1.16 3.57 9.35 3.34 8.55 0.56 6

45°試験体 300 9.00 1468 BCR295 (1) 330 426 205 0.15 (1) (2) P-Ⅱ 1.18 2.53 7.06 2.25 6.47 0.51 4

S-1701 200 #### 1265 STKR400 (1) 425 483 205 0.10 (1) (2) P-Ⅰ-1 1.00 3.95 30.24 3.46 23.39 0.58 17

S-1703 200 #### 1265 STKR400 (1) 425 483 205 0.30 (1) (2) P-Ⅰ-1 1.09 2.12 15.82 1.87 13.17 0.54 14

S-2201 200 9.00 1265 STKR400 (1) 404 475 205 0.10 (1) (2) P-Ⅰ-1 0.96 1.88 10.75 1.37 7.69 0.57 13

S-2203 200 9.00 1265 STKR400 (1) 404 475 205 0.30 (1) (2) P-Ⅰ-1 1.05 1.61 5.42 1.26 3.96 0.64 7

S-3301 200 6.00 1265 STKR400 (1) 380 463 205 0.10 (1) (2) P-Ⅱ 0.95 1.46 6.81 1.13 4.98 0.55 8

S-3303 200 6.00 1265 STKR400 (1) 380 463 205 0.30 (1) (2) P-Ⅱ 0.93 1.31 3.36 0.98 2.45 0.57 3

PL-2 60 2.30 350 STKR400 (1) 390 500 205 0.30 (2) (2) P-Ⅰ-2 1.25 4.35 5.55 3.95 4.80 0.88 3

PS-2 60 2.30 250 STKR400 (1) 390 500 205 0.30 (2) (2) P-Ⅰ-2 1.23 6.54 9.08 4.94 6.81 0.82 5

E22-5 125 5.65 795 STKR400 (1) 405 484 205 0.40 (1) (1) P-Ⅰ-1 1.43 4.61 10.69 5.59 12.77 0.57 3

E33-5 100 3.00 595 STKR400 (1) 347 471 205 0.30 (1) (1) P-Ⅰ-2 1.16 1.64 1.64 1.64 1.64 1.00 1

E42-3 125 3.00 795 STKR400 (1) 324 436 205 0.10 (1) (1) P-Ⅱ 1.13 1.31 1.31 1.22 1.22 1.00 1

E42-5 125 3.00 795 STKR400 (1) 324 436 205 0.30 (1) (1) P-Ⅱ 0.95 1.28 1.28 1.02 1.02 1.00 1

t=3.2,δa=20 125 3.20 750 STKR400 (1) 411 472 205 0.30 (2) (1) ランク外 0.80 1.02 1.44 0.53 0.82 0.64 2

t=3.2,δa=30 125 3.20 750 STKR400 (1) 411 472 205 0.30 (2) (1) ランク外 0.75 1.07 1.07 0.57 0.57 1.00 1

t=4.5,δa=30 125 4.50 750 STKR400 (1) 366 447 205 0.30 (2) (1) P-Ⅰ-2 0.96 2.60 5.34 1.75 3.89 0.56 3

t=4.5,δa=45 125 4.50 750 STKR400 (1) 366 447 205 0.30 (2) (1) P-Ⅰ-2 0.99 3.05 3.05 2.33 2.33 1.00 1

t=6.0,δa=45 125 6.00 750 STKR400 (1) 345 440 205 0.30 (2) (1) P-Ⅰ-1 1.37 4.69 9.55 4.85 9.94 0.63 3

t=6.0,δa=60 125 6.00 750 STKR400 (1) 345 440 205 0.30 (2) (1) P-Ⅰ-1 1.45 4.64 14.16 5.14 16.63 0.58 3

t=6.0,δa=75 125 6.00 750 STKR400 (1) 345 440 205 0.30 (2) (1) P-Ⅰ-1 1.41 5.75 5.75 6.61 6.61 1.00 1

N/Ny=0.2,L/D=4.8 125 4.50 300 STKR400 (1) 436 - 205 0.20 (2) (2) P-Ⅰ-2 1.02 2.31 2.93 1.47 1.96 0.75 2

N/Ny=0.4,L/D=4.8 125 4.50 300 STKR400 (1) 436 - 205 0.40 (2) (2) P-Ⅰ-2 1.13 2.50 3.81 1.98 2.78 0.71 2

N/Ny=0.2,L/D=6.4 125 4.50 400 STKR400 (1) 436 - 205 0.20 (2) (2) P-Ⅰ-2 1.00 1.76 5.53 1.40 4.09 0.60 7

N/Ny=0.4,L/D=6.4 125 4.50 400 STKR400 (1) 436 - 205 0.40 (2) (2) P-Ⅰ-2 1.11 1.89 3.49 1.56 2.87 0.63 3

N/Ny=0.2,L/D=8.0 125 4.50 500 STKR400 (1) 436 - 205 0.20 (2) (2) P-Ⅰ-2 0.99 1.37 3.19 1.04 2.20 0.68 6

N/Ny=0.4,L/D=8.0 125 4.50 500 STKR400 (1) 436 - 205 0.40 (2) (2) P-Ⅰ-2 0.99 1.03 3.32 0.71 2.37 0.55 5

C-25-30(3) 150 5.72 700 SS400 (2) 318 432 205 0.30 (3) (1) P-Ⅰ-1 1.26 2.21 8.06 2.06 8.08 0.55 3

C-30-30(3) 150 5.72 850 SS400 (2) 318 432 205 0.30 (3) (1) P-Ⅰ-1 1.24 1.78 1.78 1.73 1.73 1.00 1

C-30-30(6) 150 5.72 850 SS400 (2) 318 432 205 0.30 (3) (1) P-Ⅰ-1 1.25 2.26 2.26 2.23 2.23 1.00 1

C-35-15(3) 150 5.72 1050 SS400 (2) 318 432 205 0.15 (3) (1) P-Ⅰ-1 1.17 1.90 4.13 1.85 3.90 0.53 2

C00_0.2 200 9.00 867 BCR295 (1) 443 483 205 0.20 (2) (6) P-Ⅰ-1 1.34 3.88 9.33 4.47 10.29 0.67 5

C00_0.4 200 9.00 867 BCR295 (1) 443 483 205 0.40 (2) (6) P-Ⅰ-1 1.42 2.75 4.07 3.27 4.32 0.80 3

C15_0.2 200 9.00 867 BCR295 (1) 375 427 205 0.20 (2) (6) P-Ⅰ-1 1.58 6.32 14.08 8.82 18.57 0.70 5

C15_0.4 200 9.00 867 BCR295 (1) 375 427 205 0.40 (2) (6) P-Ⅰ-1 1.63 6.34 11.07 8.81 14.88 0.66 4

C30_0.2 200 9.00 867 BCR295 (1) 375 427 205 0.20 (2) (6) P-Ⅰ-1 1.54 5.28 13.46 6.89 16.71 0.66 5

C30_0.4 200 9.00 867 BCR295 (1) 375 427 205 0.40 (2) (6) P-Ⅰ-1 1.65 5.65 14.98 7.86 20.67 0.59 5

C45_0.2 200 9.00 867 BCR295 (1) 443 483 205 0.20 (2) (6) P-Ⅰ-1 1.36 6.17 13.00 7.22 14.53 0.69 5

C45_0.4 200 9.00 867 BCR295 (1) 443 483 205 0.40 (2) (6) P-Ⅰ-1 1.35 3.46 10.38 4.09 11.74 0.58 5

文献
番号

試験体名
断面寸法 せん断

スパン
実験結果幅厚比

区分
材料特性

10

17

載荷パ
ターン

載荷
形式

軸力比

13

24

15

16

21

22

20

23

18

19
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図 A-2 角形鋼管柱の荷重変形関係[A-2] 
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